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土木工事施工管理基準　新旧対照表

現行 新

山口県土木工事施工管理基準 

 

５．管理項目及び方法 

（２）出来形管理 

受注者は、出来形を出来形管理基準及び規格値（別表第１）に定める測定項

目及び測定基準により実測し、設計値と実測値を対比して記録した出来形管理

図表（施工管理参考様式の測定結果一覧表（様式管－３）及び出来形管理図（工

程能力図）（様式管－５））を作成し、管理するものとする。 

なお、測定基準において測定箇所数「○○につき１ヶ所」となっている項目

については、小数点以下を切り上げた箇所数を測定するものとする。 

 

 

７．運 用 

（６）３次元データによる出来形管理 

ＩＣＴ施工において、３次元データを用いた出来形管理を行う場合は、「３

次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）｣の規定によるものとする。 

なお、ここでいう 3 次元データとは、工事目的物あるいは現地地形の形状

を 3 次元空間上に再現するために必要なデータである。 

 

 

 

 

（８）防護柵設置工における出来形確保対策について 

土中埋め込み式のガードレール、ガードパイプ、ガードケーブル、転落防止

柵及び横断防止柵（以下「対象防護柵」という。）を設置する工事については以

下のとおり取り扱う。 

ア．受注者は、対象防護柵の支柱を建て込む際に、障害物がある場合など、支

柱の建て込みが困難な場合には、速やかに監督職員に連絡し、設計図書に関

して協議しなければならない。 

イ．発注者が、対象防護柵の根入れ長を確認するために、別途非破壊試験を実

施する場合には、あらかじめ通知するので、試験に協力しなければならない。 

ウ．受注者は、原則として、以下に定める「写真による管理」を行うこととす

る。 

なお、受注者からの申し出により、監督職員に通知の上、「写真による管理」

に換えて、以下に定める「ビデオ等による管理」とすることができるものと

する。 

山口県土木工事施工管理基準 

 

５．管理項目及び方法 

（２）出来形管理 

受注者は、出来形を出来形管理基準（別表第１）に定める測定項目及び測定

基準により実測し、設計値と実測値を対比して記録した出来形管理図表を作成

し、管理するものとする。 

なお、測定基準において測定箇所数「○○につき１ヶ所」となっている項目

については、小数点以下を切り上げた箇所数を測定するものとする。 

 

 

 

７．運 用 

（６）３次元データによる出来形管理 

土工において、3 次元データを用いた出来形管理を行う場合は、管理基準の 

ほか、「3 次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）土工編 多点計測技術（面

管理の場合）」または「3 次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）土工編 計

測技術（断面管理の場合）」の規定によるものとする。 

また、舗装工において、3 次元データを用いた出来形管理を行う場合は、管 

理基準のほか、「3 次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装工編 多点

計測技術（面管理の場合）」または「3 次元計測技術を用いた出来形管理要領

（案）舗装工編 計測技術（断面管理の場合）」の規定によるものとする。 

河川浚渫工において、3 次元データを用いた出来形管理を行う場合は、管理

基準のほか、「3 次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）河川浚渫工編」

の規定によるものとする。 

なお、ここでいう 3 次元データとは、工事目的物あるいは現地地形の形状

を 3 次元空間上に再現するために必要なデータである。 
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土木工事施工管理基準　新旧対照表

現行 新

エ．受注者は、「写真による管理」に当たっては、以下の状況等を対象防護柵の

支柱全本数分撮影することとする。 

・ 支柱建て込み前の支柱の寸法（長さ）の写真 

・ 支柱建て込み直前（器機セット時）、支柱建て込み中、建て込み完了時

の少なくとも３枚の写真 

なお、対象防護柵の支柱打ち込み完了後、速やかに上記写真（電子データ

の場合はデータの入った媒体）を添えて、監督職員に支柱打ち込み完了の報

告を行うこととする。 

オ．受注者は、「ビデオ等による管理」に当たっては、以下の状況等をビデオカ

メラにより、対象防護柵の支柱全本数分撮影することとする。 

・支柱建て込み前の支柱の寸法（長さ） 

・支柱建て込み直前（器機セット時）から建て込み完了までの施工状況（連

続撮影） 

なお、対象防護柵の支柱打ち込み完了後、速やかに上記撮影記録の入った

媒体を添えて、監督職員に支柱打ち込み完了の報告を行うこととする。 

 

カ．提出された写真又はビデオ撮影記録及び発注者が行う非破壊試験結果によ

り、防護柵の根入れ長に疑義がある場合には、工事請負契約書第１７条第３

項又は第３１条第２項に基づき、支柱引き抜きによる破壊検査を行う。 

なお、引き抜きによる破壊検査やその復旧に要する費用は、工事請負契約

書第１７条４項又は第３１条３項に基づき、受注者の負担とする。 

 

（９）道路土工等における現場密度試験について 

盛土部の強度確保については、施工上の十分な配慮が必要であるとの観点か

ら、受注者は、砂置換法による土の密度試験（JIS A 1214）の報告様式にお

いて、受注者及び測定者の氏名を記載することとする。 

（施工管理参考様式 ７砂置換法による土の密度試験（現場での測定）（p.4-7）） 
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２.出来形管理基準 新旧対照表 
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（単位：mm）

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

1 2 3 2 1 1 2 3 2 1

2
平均値

個々の
計測値

2
平均値

個々の
計測値

平場 ±50 ±150 平場 ±50 ±150

法面（小段
含む）

±70 ±160
法面（小段
含む）

±70 ±160

3 3

平場 ±50 +300以下 平場 ±50 +300以下

法面（小段
含む）

±70 +300以下
法面（小段
含む）

±70 +300以下

法長ℓ
-200

±50

ℓ≧５m

ℓ＜５m

掘削工 基　準　高　▽

水平または標高較差

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編 計測技術（断
面管理の場合）」の規定により測点に
よる管理を行う場合は、設計図書の測
点毎。基準高は掘削部の両端で測定。

法長-４％

標高較差

掘削工
（水中部）
（面管理の場合）

標高較差

水平または標高較差

平均値
個々の
計測値

掘削工
（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）土工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を面管理で実施する場合、その他本
基準に規定する計測精度・計測密度を
満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は１点／m2（平面投影面
積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±
５cm以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

現行

土

工

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を面管理で実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は１点／㎡（平面投影面
積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±
５cm以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

掘削工
（水中部）
（面管理の場合）

掘削工 基　準　高　▽

掘削工
（面管理の場合）

平均値

水平または標高較差

±50

法長ℓ

標高較差

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により測点
による管理を行う場合は、設計図書の
測点毎。基準高は掘削部の両端で測
定。

個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を面管理で実施する場合、そのほか
本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を
実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±100mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面の全面とし、
すべての点で設計面との標高較差を算
出する。計測密度は１点/㎡（平面投影
面積当たり）以上とする。

標高較差

水平または標高較差

ℓ＜５m -200

ℓ≧５m 法長-４％

出来形管理基準及び規格値（新旧対照表）
新

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

土

工

河

川

・

海

岸

・

砂

防

土

工

共

通

編

１．３次元データによる出来形管理に
おいて、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）河川浚渫工編」に基
づき出来形管理を面管理で実施する場
合、そのほか本基準に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施する場合に適用す
る。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±100mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面の全面とし、
すべての点で設計面との標高較差を算
出する。計測密度は１点/m2（平面投影
面積当たり）以上とする。

共

通

編
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

1 2 3 3 1 1 2 3 3 1

2
平均値

個々の
計測値

2
平均値

個々の
計測値

天端 -50 -150 天端 -50 -150

法面
4割＜勾配

-50 -170
法面
4割＜勾配

-50 -170

法面
4割≧勾配
（小段含
む）

-60 -170

法面
4割≧勾配
（小段含
む）

-60 -170

法長ℓ

測　定　項　目 規格値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

盛土工 基　準　高　▽ -50 施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
基準高は各法肩で測定。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編 計測技術（断
面管理の場合）」の規定により測点に
よる管理を行う場合は、設計図書の測
点毎。基準高は各法肩で測定。

ℓ≧５m 法長-２％

幅　W1,W2 -100

共

通

編

土

工

河

川

・

海

岸

・

砂

防

土

工
盛土工
（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）土工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を面管理で実施する場合、その他本
基準に規定する計測精度・計測密度を
満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は天端面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差を算出する。計測密度は１
点／m2（平面投影面積当たり）以上と
する。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

※ただし、
ここでの勾
配は、鉛直
方向の長さ
１に対す
る、水平方
向の長さＸ
をＸ割と表
したもの

標高較差

標高較差

標高較差

ℓ＜５m -100

標高較差

標高較差

標高較差

※ただし、
ここでの勾
配は、鉛直
方向の長さ
１に対す
る、水平方
向の長さＸ
をＸ割と表
したもの

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を面管理で実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は天端面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差を算出する。計測密度は１
点／m2（平面投影面積当たり）以上と
する。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
基準高は各法肩で測定。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は各法肩で測定。

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

法長ℓ

盛土工 基　準　高　▽

盛土工
（面管理の場合）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所測　定　項　目 規格値

-50

ℓ＜５m -100

ℓ≧５m 法長-２％

-100幅　W1,W2
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

1 2 3 4 1 2 3 4

1 2 3 5 1 2 3 5

1 2 4 2 1 1 2 4 2 1

2
平均値

個々の
計測値

2
平均値

個々の
計測値

平場 ±50 ±150 平場 ±50 ±150

法面（小段
含む）

±70 ±160
法面（小段
含む）

±70 ±160

掘削工
基　準　高　▽ ±50

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編 計測技術（断
面管理の場合）」の規定により測点に
よる管理を行う場合は、設計図書の測
点毎。基準高は、道路中心線及び端部
で測定。

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。

盛土補強工
（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）

※-30
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所、
法の中央で測定。
※土羽打ちのある場合に適用。

法長ℓ
ℓ＜５m -200

ℓ≧５m

共

通

編
法長-４％

幅　　　　　W -100

掘削工
（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）土工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を面管理で実施する場合、その他本
基準に規定する計測精度・計測密度を
満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は１点／m2（平面投影面
積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±
５cm以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

標高較差

水平または標高較差

法面
（軟岩Ⅰ）
（小段含
む）

水平または標高較差

標高較差

水平または標高較差

±70 ±330

掘削工
（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を面管理で実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は１点／㎡（平面投影面
積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±
５cm以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

共

通

編 法長ℓ

幅　　　　　W

掘削工
基　準　高　▽

法面
（軟岩Ⅰ）
（小段含
む）

水平または標高較差

±50
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により測点
による管理を行う場合は、設計図書の
測点毎。基準高は、道路中心線及び端
部で測定。

ℓ＜５m -200

ℓ≧５m 法長-４％

-100

-50

設計値以上

厚　　　さ　t

控　え　長　さ

基　準　高　▽ -50
共

通

編

土

工

河

川

・

海

岸

・

砂

防

共

通

編

土

工

河

川

・

海

岸

・

砂

防

法面整形工
（盛土部）

厚　　　さ　t

基　準　高　▽ -50
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」に基づき出来形
管理を実施する場合は、同要領に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施すること
ができる。

厚　　　さ　t

控　え　長　さ

厚　　　さ　t

-50

設計値以上

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

盛土補強工
（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）

測　定　項　目 規格値

共

通

編

土

工

河

川

土

工

・

海

岸

土

工

・

砂

防

土

工

法面整形工
（盛土部）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

※-30
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所、
法の中央で測定。
※土羽打ちのある場合に適用。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」に基づき出来形
管理を実施する場合は、同要領に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施すること
ができる。

土

工

道

路

土

工

測　定　項　目 規格値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

±70 ±330

土

工

道

路

土

工
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

1 2 4 3 1 1 2 4 3 1

2
平均値

個々の
計測値

2
平均値

個々の
計測値

天端 ±50 ±150 天端 ±50 ±150

法面（小段
含む）

±80 ±190
法面（小段
含む）

±80 ±190

3 2 3 4 3 2 3 4

3 2 3 5 3 2 3 5

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

路体盛土工
路床盛土工 基　準　高　▽ ±50

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。

ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編 計測技術（断
面管理の場合）」の規定により測点に
よる管理を行う場合は、設計図書の測
点毎。基準高は、道路中心線及び端部
で測定。

法長ℓ
ℓ＜5m -100

ℓ≧5m 法長-2％

幅　　　W1,W2 -100

路体盛土工
路床盛土工
（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理にお
いて「3次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）土工編 多点計測技術（面管理
の場合）」に基づき出来形管理を面管理
で実施する場合、その他本基準に規定す
る計測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施する場合に適用
する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度
として±50mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含む）
の全面とし、全ての点で設計面との標高
較差または水平較差を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm以
内に存在する計測点は、標高較差の評価
から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの面
とすることを基本とする。規格値が変わ
る場合は、評価区間を分割するか、ある
いは規格値の条件の最も厳しい値を採用
する。

標高較差

標高較差

±50 基準高は施工延長20mにつき１箇所、延
長20m以下のものは１施工箇所につき２
箇所。
変位は、施工延長20mにつき１箇所、延
長20m以下のものは１施工箇所につき２
箇所。

根　　入　　長 設計値以上

変　　　位　ℓ 100

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

矢板工〔指定仮設・任
意仮設は除く〕
（鋼矢板）
（軽量鋼矢板）
（コンクリート矢板）
（広幅鋼矢板）
（可とう鋼矢板）

基　準　高　▽

縁石工
（縁石・アスカーブ）

延　　　長　L -200
１施工箇所毎

基　準　高　▽ ±20 施工延長２０ｍにつき１箇所の割で測
定
（注）アスカーブについては、延長の
みを測定
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 計測技術
（断面管理の場合）」の規定により管
理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

幅　　　　　W

-20

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

-30

高　　　さ　h -20

厚　　　さ　t

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

基　準　高　▽

幅　　　　　W

高　　　さ　h

厚　　　さ　t

縁石工
（縁石・アスカーブ）

延　　　長　L -200
１施工箇所毎

±20 施工延長２０ｍにつき１ヶ所の割で測
定
（注）アスカーブについては、延長の
みを測定
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

-30

-20

-20

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

根　　入　　長

変　　　位　ℓ

矢板工〔指定仮設・任
意仮設は除く〕
（鋼矢板）
（軽量鋼矢板）
（コンクリート矢板）
（広幅鋼矢板）
（可とう鋼矢板）

基　準　高　▽ ±50 基準高は施工延長20mにつき１ヶ所、延
長20m以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
変位は、施工延長20mにつき１ヶ所、延
長20m以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

設計値以上

100

標高較差

標高較差

路体盛土工
路床盛土工 基　準　高　▽

路体盛土工
（面管理の場合）
路床盛土工
（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理にお
いて「3次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を面管
理で実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測方
法により出来形管理を実施する場合に適
用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精度
として±50mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含む）
の全面とし、全ての点で設計面との標高
較差または水平較差を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm以
内に存在する計測点は、標高較差の評価
から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの面
とすることを基本とする。規格値が変わ
る場合は、評価区間を分割するか、ある
いは規格値の条件の最も厳しい値を採用
する。

±50
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。

ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により測点
による管理を行う場合は、設計図書の
測点毎。基準高は、道路中心線及び端
部で測定。

ℓ≧5m

幅　　　W1,W2

-100

法長-2％

-100

法長ℓ
ℓ＜5m

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

共

通

編

土

工

道

路

土

工

4 共

通

編

土

工

道

路

土

工

4

W

t

h

W

t

h
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 3 3 2 3

3 2 3 3 2 3

3 2 4 3 1 3 2 4 3 1

3 2 4 3 2 4

3 2 4 3 2 4

3 2 4 3 2 4

3 2 4 3 2 4

±30

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）舗装工編 計測技術（断面管理
の場合）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

延　　　長　L -200
１箇所/１施工箇所
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 計測技術
（断面管理の場合）」の規定により管
理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

29 1 側溝工
（プレキャストU型側
溝）
（L型側溝）
（自由勾配側溝）
（管渠）

基　準　高　▽

29 3 側溝工
（暗渠工） 基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１箇所。
延長20m以下のものは１施工につき２箇
所。
（なお、製品使用の場合は、製品寸法
は、規格証明書等による。）「3次元計
測技術を用いた出来形管理要領（案）
舗装工編 計測技術（断面管理の場
合））」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。

幅　　W1，W2 -50

深　　　さ　h -30

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

延　　　長　L -200

１施工箇所毎
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 計測技術
（断面管理の場合）」の規定により管
理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

基礎工（護岸）
（現場打） 基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）護岸工編」の規定による測点
の管理方法を用いることができる。

幅　　　　　W -30

高　　　さ　h -30

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工

延　　　長　L -200

3 2 基礎工（護岸）
（プレキャスト）

基　準　高　▽ ±30
施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）護岸工編」の規定による測点
の管理方法を用いることができる。

延　　　長　L -200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工

4 1 既製杭工
（既製コンクリート
杭）
（鋼管杭）
（H鋼杭）

基　準　高　▽ ±50
全数について杭中心で測定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工
根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　d
D/4以内かつ

100以内

傾　　　斜 1/100以内

4 2 既製杭工
（鋼管ソイルセメント
杭）

基　準　高　▽ ±50

根　　入　　長

全数について杭中心で測定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工

設計値以上

偏　心　量　d 100以内

傾　　　斜 1/100以内

杭　　　径　D 設計値以上

5 場所打杭工 基　準　高　▽ ±50

根　　入　　長 設計値以上
土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工
偏　心　量　d 100以内

杭　　　径 D
設計径(公称径)

-30以上

傾　　　斜 1/100以内

全数について杭中心で測定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工

根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　d 100以内

杭　　　径 D

5 場所打杭工 基　準　高　▽ ±50 全数について杭中心で測定。
「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

設計径(公称径)
-30以上

傾　　　斜 1/100以内

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工

根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　d D/4以内かつ100以内

傾　　　斜

4 2 既製杭工
（鋼管ソイルセメント
杭）

基　準　高　▽ ±50
全数について杭中心で測定。

1/100以内

杭　　　径　D 設計値以上

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工
根　　入　　長 設計値以上

偏　心　量　d
D/4以内かつ

100以内

傾　　　斜

4 1 既製杭工
（既製コンクリート
杭）
（鋼管杭）
（H鋼杭）

基　準　高　▽ ±50
全数について杭中心で測定。
「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

1/100以内

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工
延　　　長　L -200

3 2 基礎工（護岸）
（プレキャスト）

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

-30

-30

±30
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

幅　　　　　W

高　　　さ　h

基礎工（護岸）
（現場打） 基　準　高　▽

基　準　高　▽ ±30

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

幅　　W1，W2 -50

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

基

礎

工

施工延長20mにつき１ヶ所。
延長20m以下のものは１施工につき２ヶ
所。
（なお、製品使用の場合は、製品寸法
は、規格証明書等による。）「3次元計
測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。

-200

１施工箇所毎
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

延　　　長　L -200

延　　　長　L

29 3 側溝工
（暗渠工） 基　準　高　▽ ±30

深　　　さ　h -30

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

共

通

的

工

種

延　　　長　L -200
１ヶ所/１施工箇所
ただし、「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」の規定により管理
を行う場合は、延長の変化点で測定。

29 1 側溝工
（プレキャストU型側
溝）
（L型側溝）
（自由勾配側溝）
（管渠）

基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 5 3 2 5

3 2 5 3 2 5

3 2 5 3 2 5

3 2 5 3 2 5

3 2 5 3 2 5

3 2 6 6 4

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

3 1 コンクリートブロック
工
（コンクリートブロッ
ク積）
（コンクリートブロッ
ク張り）

基　準　高　▽ ±50 施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
厚さは上端部及び下端部の２箇所を測
定。
基準高は、天端コンクリートのある場
合は、その天端で測定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）護岸工編」の規定による測点
の管理方法を用いることができる。

法長ℓ
ℓ＜3m -50

ℓ≧3m

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ
ッ

ク

積

(

張

)

工

-100

厚さ（ﾌﾞﾛｯｸ積張）
t1

-50

厚さ（裏込） t2 -50

延　　　長　L -200

3 2 コンクリートブロック
工
（連節ブロック張り）

基　準　高　▽ ±50

法　　　長　ℓ -100

延  長　L1，L2

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）護岸工編」の規定による測点
の管理方法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ

ッ

ク

積

(

張

)

工

-200

基　準　高　▽ ±50 施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）護岸工編」の規定による測点
の管理方法を用いることができる。

幅　　　　　W -100

延　　　長　L -200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ

ッ

ク

積

(

張

)

工

3 3 コンクリートブロック
工
（天端保護ブロック）

4 緑化ブロック工 基　準　高　▽ ±50 施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
厚さは上端部及び下端部の２箇所を測
定。
基準高は、天端コンクリートのある場
合は、その天端で測定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）護岸工編」の規定による測点
の管理方法を用いることができる。

法長ℓ
ℓ＜3m -50

ℓ≧3m

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ
ッ

ク

積

(

張

)

工

-100

厚さ（ﾌﾞﾛｯｸ） t1 -50

厚さ（裏込）　 t2 -50

延　　　長　L -200

5 石積（張）工 基　準　高　▽ ±50

法長ℓ
ℓ＜3m -50

厚さ（石積・張） t1 -50

厚さ（裏込）　　 t2 -50

延　　　長　L -200

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
厚さは上端部及び下端部の２箇所を測
定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）護岸工編」の規定による測点
の管理方法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ

ッ

ク

積

(

張

)

工

ℓ≧3m -100

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ

ッ

ク

積

(

張

)

工

法長ℓ
ℓ＜3m -50

基　準　高　▽ ±50

-100

厚さ（石積・張） t1

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
厚さは上端部及び下端部の２ヶ所を測
定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

厚さ（裏込）　　 t2 -50

延　　　長　L -200

シートの重ね幅

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ
ッ

ク

積

(

張

)

工

法長ℓ
ℓ＜3m -50

ℓ≧3m

延　　　長　L -200

4 緑化ブロック工 基　準　高　▽ ±50

-50

ℓ≧3m

5 石積（張）工

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
厚さは上端部及び下端部の２ヶ所を測
定。
基準高は、天端コンクリートのある場
合は、その天端で測定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

厚さ（ﾌﾞﾛｯｸ） t1 -50

厚さ（裏込）　 t2 -50

-100

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ

ッ

ク

積

(

張

)

工

幅　　　　　W -100

延　　　長　L -200

3 3 コンクリートブロック
工
（天端保護ブロック）

基　準　高　▽ ±50 施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

3 1

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ

ッ

ク

積

(

張

)

工

法　　　長　ℓ -100

3 2 コンクリートブロック
工
（連節ブロック張り）

基　準　高　▽ ±50

延  長　L1，L2 -200

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

石

・

ブ

ロ
ッ

ク

積

(

張

)

工

法長ℓ
ℓ＜3m -50

ℓ≧3m -100

コンクリートブロック
工
（コンクリートブロッ
ク積）
（コンクリートブロッ
ク張り）

基　準　高　▽ ±50 施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
厚さは上端部及び下端部の２ヶ所を測
定。
基準高は、天端コンクリートのある場
合は、その天端で測定。
道路面に接する基準高は±30mmとす
る。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

厚さ（ﾌﾞﾛｯｸ積張）
t1

-50

厚さ（裏込） t2 -50

延　　　長　L -200

－20～+50

標準重ね幅100㎜に対し、１施工箇所
毎に目視と測定により全面を確認土

木
工
事
共
通

一
般
施
工

一
般
舗
装
工

橋面防水工（シート系
床版防水層）
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

厚 さ -45 -45 -15 -15 厚 さ -45 -45 -15 -15

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

基準高▽ ±90 ±90
+40
-15

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7 2 アスファルト舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所編 章 節 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

7 2 アスファルト舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽ ±90

条 枝番

7 1 アスファルト舗装工
（下層路盤工） 基準高▽ ±40 ±50 － －

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7 1 アスファルト舗装工
（下層路盤工） 基準高▽ ±40土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

±50

±90
+40
-15

+50
-15

土

木

工

事

共

通

編

－ －

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

編 章 節 条 枝番

厚さあるい
は標高較差

-54 -63

測定項目

規　格　値

工　　　　　種

-8 -10

-8 -10

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7 4 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-63 -8 -10

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

編 章 節 枝番 工　　　　　種 測定項目

7 4 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54

条

規　格　値

測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

測　　定　　基　　準

厚 さ -25 -10

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

-30 -8-30

3

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7 3 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工 厚 さ -25

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7 5 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

7 5 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

厚 さ -8 -10-25 -30 -8厚 さ 土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-30-10

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

-25
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

-5 -7
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7 7 アスファルト舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

厚 さ -15 -20-5 -7
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7 7 アスファルト舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

厚 さ -15 -20

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

7 6 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54 -8 -10

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

8 アスファルト舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36 -45

-63

-5 -7
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満
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事

共

通

編
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7
-5 -7

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7 8 アスファルト舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36 -45

-63 -8 -10

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-54

条 工　　　　　種 測　　定　　基　　準編 章 節 枝番 測定項目

規　格　値

摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

測　　定　　箇　　所

7 6 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

3 2 6 3 2 6

-2 -3

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

平坦性は、施工延長200m以上各車線毎
に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚 さ -7 -9

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

平坦性 －

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式（足付き）
(σ)1.75mm以下

7 11 アスファルト舗装工
（表層工）-2 -3

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

平坦性は、施工延長200m以上各車線毎
に測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

平坦性 －

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式（足付き）
(σ)1.75mm以下

7 11 アスファルト舗装工
（表層工） 厚 さ -7 -9

-3 -4

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7 9 アスファルト舗装工
（基層工）

厚 さ -9 -12-3 -4

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

7 9 アスファルト舗装工
（基層工）

厚 さ -9 -12

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

7 10 アスファルト舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -25 -3 -4
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

アスファルト舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-17 -20 -2 -3

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

平坦性 －

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

7 12

-2 -3

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

平坦性 －

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

7 12 アスファルト舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-17 -20

-25 -3 -4
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。
３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。
４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。
５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事とは、管理図等を
描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000m2以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000m2以上10,000m2未満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

7 10 アスファルト舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

厚　さ -45 -45 -15 -15 厚　さ -45 -45 -15 -15

3 2 6 3 2 6

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

-30 -8 -10

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

8 3 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工 厚　さ -25土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-25 -30 -8 -10

8 3 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工 厚　さ

8 4 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

幅 -50 -50 －

±40 ±50 － －

－－ －

8 1

－ －

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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幅 -50

8 1 半たわみ性舗装工
（下層路盤工）

基準高▽ ±40 ±50

-50

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

基準高▽ ±90 ±90

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

半たわみ性舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

+40
-15

+50
-15

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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8 4 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54 -63

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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8 2 半たわみ性舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽ ±90 ±90

測定項目

規　格　値

工　　　　　種

+40
-15

+50
-15

半たわみ性舗装工
（下層路盤工）

基準高▽

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

編 章 節 条
枝
番
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

-7
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

厚　さ -15 -20 -5
8 7
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半たわみ性舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

-5 -7
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-8 -10土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

厚　さ -25 -30 -10

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

8 5 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準
枝
番

工　　　　　種

厚　さ

8 5 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

-10

編 章 節 条

-36
工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

-54 -63
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-8

半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

一

般
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装

工

8 8 半たわみ性舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-45 -5 -7
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。
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１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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8 8 半たわみ性舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36 -45

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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8 6 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準

-54 -63 -8 -10

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-25 -30 -8

8 7 半たわみ性舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

厚　さ -15 -20
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

平坦性 平坦性

3 2 6 3 2 6

平坦性 平坦性

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式
（足付き）
(σ)1.75mm以下

-7 -9 -2 -3
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡毎に１個の割でコアーを
採取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

8 11 半たわみ性舗装工
（表層工） 厚　さ-2 -3

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡毎に１個の割でコアーを
採取して測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式
（足付き）
(σ)1.75mm以下

一

般

舗

装

工

8 11 半たわみ性舗装工
（表層工） 厚　さ -7 -9

8

-3 -4

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

9 半たわみ性舗装工
（基層工）

-4

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

厚　さ -9 -12 -3

8 9 半たわみ性舗装工
（基層工）

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

厚　さ -9 -12 -3

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

10 半たわみ性舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -25 -3 -4

8

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

12 半たわみ性舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

8 10 半たわみ性舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

8

-4

-17

-20 -25

厚さあるい
は標高較差

-20 -2 -3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

土

木

工

事

共

通

編

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

-20 -3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

8 12 半たわみ性舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-17 -2

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

厚　さ -45 -45 -15 -15 厚　さ -45 -45 -15 -15

3 2 6 3 2 6

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

厚さあるい
は標高較差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

-8 -10

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

9 3 排水性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工 厚　さ -25 -30土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

9 3 排水性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工 厚　さ -25 -30

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

一

般

舗

装

工

幅 -50 -50

－ －

9 1 排水性舗装工
（下層路盤工）

基準高▽

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。－ －

±40 ±50

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種 測定項目

規　格　値

摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

排水性舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽ ±90 ±90

排水性舗装工
（下層路盤工）

基準高▽

-54
工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

±40

-8 -10
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木
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事

共
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工

一

般
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装

工

9 2
+40
-15

+50
-15

一

般

舗

装

工

9 4 排水性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-63 -8 -10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。
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編
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工

-8 -10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

-63
土

木

工

事

共

通

編

一
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工

一

般

舗
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工

9 4 排水性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54

+40
-15

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗
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工

9 2 排水性舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽ ±90 ±90

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種

±50 － －

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。-50 －

土

木

工

事

共

通

編

一
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工

一

般

舗

装

工

幅 -50 －

9 1
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
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木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

排水性舗装工
（加執アスファルト安
定処理工）

厚　さ -15 -20 -5 -7土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

9

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

一

般

舗

装

工

厚　さ -30 -8
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

排水性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

-25 -30 -8 -10

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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-54 -63 -8 -10
9 6 排水性舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

9 6 排水性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-54 -63

摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種

-15 -20

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

-8 -10
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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木
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編
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一
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9 5 排水性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

厚　さ

9 8 排水性舗装工
（加執アスファルト安
定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36

9 7 排水性舗装工
（加執アスファルト安
定処理工）

厚　さ

-45 -5 -7

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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-5 -7

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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9 8 排水性舗装工
（加執アスファルト安
定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36
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工

5

-5 -7

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

7

節
枝
番

9
-25

工　　　　　種 測定項目

規　格　値

-10

測　　定　　基　　準 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

条 測　　定　　箇　　所編 章
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

平坦性 平坦性

3 2 6 3 2 6

平坦性 平坦性

－

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式
（足付き）
(σ)1.75mm以下

-3

排水性舗装工
（表層工） 厚　さ -7 -9 -2

-3 -4

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

9 9 排水性舗装工
（基層工）

厚　さ -9 -12-3 -4

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

9 9 排水性舗装工
（基層工）

厚　さ -9 -12

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

11

-2 -3

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式
（足付き）
(σ)1.75mm以下

99 11 排水性舗装工
（表層工） 厚　さ -7 -9

－

-17

編 章 節 条
枝
番

工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

土

木

工

事

共

通

編

排水性舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -25 -3 -4
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

9 10

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

9 12 排水性舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -2 -3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

－

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工 －

-20 -2 -3
9 12 排水性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-17

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

排水性舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -3 -4
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

編 章 節
枝
番

9 10
-25

工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

条 測　　定　　箇　　所
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

t＜15cm -30 t＜15cm -30

t≧15cm -45 t≧15cm -45

幅 幅

3 2 6 3 2 6

t≧
15cm

±90
t≧
15cm

±90

t＜
15cm

+90
-70

t＜
15cm

+90
-70

t≧
15cm

±90
t≧
15cm

±90

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡毎に１個の割でコアーを
採取して測定。

※歩道舗装に適用する。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
　
　コア－採取について橋面舗装等でコ
ア－採取により床版等に損傷を与える
恐れのある場合は、他の方法によるこ
とが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-25 －

10 3 透水性舗装工
（表層工） 厚 さ -9 -3

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡毎に１個の割でコアーを
採取して測定。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
　
　コア－採取について橋面舗装等でコ
ア－採取により床版等に損傷を与える
恐れのある場合は、他の方法によるこ
とが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-25 －

10 3 透水性舗装工
（表層工） 厚 さ -9 -3

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
厚　さ

-10

-15

-100 －

透水性舗装工
（路盤工）

基準高▽ ±50 －

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。

※歩道舗装に適用する。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

-100 －

10 1

－

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
厚　さ

-10

-15

10 1 透水性舗装工
（路盤工）

基準高▽ ±50

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）
測定値の平均値

中規模
以上

10 2 透水性舗装工
（路盤工）

（面管理の場合）
基準高▽

t＜
15cm

+90
-70

厚さあるい
は標高較差

+50
-10

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

+50
-15

+50
-10
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１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
　

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

10 4 透水性舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
　

土
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工

事
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通

編

一
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工

一

般

舗
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工

10 4 透水性舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -3

+50
-15

+50
-10

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

基準高▽

t＜
15cm

+90
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厚さあるい
は標高較差

+50
-10

10 2 透水性舗装工
（路盤工）

（面管理の場合）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）
測定値の平均値

中規模
以上

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -50 -50 － － 幅 -50 -50 － －

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

3 2 6 3 2 6

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

11 2 グースアスファルト
舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-36
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工

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

-45 -5 -7
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

11 4 グースアスファルト
舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -25 -3 -4
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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-3 -4
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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11 4 グースアスファルト
舗装工
（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -25

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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11 2 グースアスファルト
舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準

-36 -45 -5 -7

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

11 1 グースアスファルト
舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

厚　さ -15

11

-20 -5 -7

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。 -15 -20 -5土
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工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

グースアスファルト
舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

厚　さ -7

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法にり
出来形管理を実施することができる。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
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11 3 グースアスファルト
舗装工
（基層工）

厚

さ
-9 -12 -3 -4

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
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幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
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3 グースアスファルト
舗装工
（基層工）
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-9 -4
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

幅 -25 -25 － － 幅 -25 -25 － －

平坦性 平坦性

3 2 6 3 2 6

平坦性 平坦性

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

厚さあるい
は標高較差

-17 -20

－

-2 -3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。
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共

通

編
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般
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工

一

般

舗

装

工

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

11 6 グースアスファルト
舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工 －

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)(σ)1.75mm以下

-20 -2 -3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

11 6 グースアスファルト
舗装工
（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-17

測定項目

規　格　値

11

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

-7 -9 -2 -3土
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事
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編
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施

工

一

般

舗

装

工

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式
（足付き）
(σ)1.75mm以下

11 5 グースアスファルト
舗装工
（表層工）

厚

さ

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

工事規模の考え方
　中規模以上の工事は　管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。
　小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。
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木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

5 グースアスファルト
舗装工
（表層工）

厚

さ
-7 -9 -2 -3

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式
（足付き）
(σ)1.75mm以下

 

23



（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

厚 さ 厚 さ

幅 幅

3 2 6 3 2 6

厚さあるい
は標高格差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

厚さあるい
は標高格差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

3 2 6 3 2 6

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

12 1 コンクリート舗装工
（下層路盤工）

基準高▽ ±40 ±50 －
基準高は延長20m毎に1箇所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。
厚さは各車線40m毎に、層の上下面の差
を測定。
幅は、延長40m毎に１箇所の割に測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。
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工

-45 -15

-50 －

12 2 コンクリート舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽ ±90 ±90
+40
-15

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
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一
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工

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

12 4 コンクリート舗装工
（粒度調整路盤工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

-55 -66 -8
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１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

-55 -66 -8
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12 4 コンクリート舗装工
（粒度調整路盤工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
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一
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-50 －

12 2 コンクリート舗装工
（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽ ±90 ±90
+40
-15

±50 －
基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。
厚さは各車線40m毎に、層の上下面の差
を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に9個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。
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-45 -15

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

12 1 コンクリート舗装工
（下層路盤工）

基準高▽ ±40

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

編 章 節 条 枝番 測　　定　　箇　　所 摘　要工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

個々の測定値
（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

中規模
以上

コンクリート舗装工
（セメント（石灰・瀝
青）安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

-55 -66 -8
工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
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12 6

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

-20 -27 -3

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

12 8 コンクリート舗装工
（アスファルト中間
層）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

-3

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
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12 8 コンクリート舗装工
（アスファルト中間
層）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

-20 -27

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
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12 6 コンクリート舗装工
（セメント（石灰・瀝
青）安定処理工）

（面管理の場合）

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高格差

-55 -66

測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

中規模
以上

-8

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

平坦性 平坦性

目地段差 目地段差

3 2 6 3 2 6

厚さあるい
は標高格差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

厚さあるい
は標高格差

±90 ±90
+40
-15

+50
-15

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

中規模
以上

コンクリート舗装工
（コンクリート舗装版
工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

-22 -3.5

－

コンクリートの硬
化後
3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰによ
り機械舗設の場合
（σ）2.4mm以下
人力舗設の場合
（σ）3mm以下

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。
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±2

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

12 10
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事
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編
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施

工

一

般

舗

装

工

12 12 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
下層路盤工

（面管理の場合）

基準高▽ ±90 ±90
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

+40
-15

+50
-15

+40
-15

+50
-15

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
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12 12 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
下層路盤工

（面管理の場合）

基準高▽ ±90 ±90

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

12 10 １．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

-3.5
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工

－

コンクリートの硬
化後
3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰによ
り機械舗設の場合
（σ）2.4mm以下
人力舗設の場合
（σ）3mm以下

コンクリート舗装工
（コンクリート舗装版
工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

-22

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

中規模
以上

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

中規模
以上

編 章 節 条

-66 -8

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

厚さあるい
は標高格差

-55
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12 14 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
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事
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編
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一

般
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12 16 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
セメント（石灰・瀝
青）安定処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

-55
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

-66 -8 -8
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
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12 16 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
セメント（石灰・瀝
青）安定処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

-55 -66

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

12 14 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

-55 -66

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所測定項目

規　格　値

-8
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

中規模
以上

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種

-8

12 15 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
セメント（石灰・瀝
青）安定処理工

厚 さ -25 -30

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工 -50 －

15 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
セメント（石灰・瀝
青）安定処理工

厚 さ -25 -30 -8

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは1000㎡に１個の割でコアーを採取
もしくは掘り起こして測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工 -50 －

12
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

3 2 6 3 2 6

幅 幅

平坦性 平坦性

目地段差 目地段差

3 2 6 3 2 6

平坦性 平坦性

目地段差 目地段差

条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

中規模
以上

編 章 節

-27 -3

測　　定　　基　　準

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

12 18 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
アスファルト中間層

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

-20

20 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

-32 -4.5

－

転圧コンクリートの
硬化後、3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰ
ﾀｰにより（σ）2.4m
以下。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

±2
隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

12

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

12 20 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）

（面管理の場合）

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

－

転圧コンクリートの
硬化後、3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰ
ﾀｰにより（σ）2.4m
以下。

±2

厚さあるい
は標高格差

-32 -4.5
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

-3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

-20 -27

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

12 18 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）
アスファルト中間層

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高格差

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

中規模
以上

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

転圧コンクリートの
硬化後、3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰ
ﾀｰにより（σ）2.4m
以下。

±2

12 19 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）

厚 さ -15 -4.5

-35 －

－

厚さは各車線の中心付近で型枠据付後
各車線40m毎に水糸またはレベルにより
１測線当たり横断方向に３ヶ所以上測
定、幅は、延長40m毎に１ヶ所の割で測
定。平坦性は各車線毎に版縁から１mの
線上、全延長とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

12 19 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版
工）

厚 さ -15 -4.5
厚さは各車線の中心付近で型枠据付後
各車線40m毎に水糸またはレベルにより
１測線当たり横断方向に３ヶ所以上測
定、幅は、延長40m毎に１ヶ所の割で測
定。平坦性は各車線毎に版縁から１mの
線上、全延長とする。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土

木

工

事

共
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編

一

般
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工

一

般

舗

装

工

-35 －

－

転圧コンクリートの
硬化後、3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰ
ﾀｰにより（σ）2.4m
以下。

±2

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。
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（単位：mm）

現行 新

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

3 2 6 3 2 6

厚 さ 厚 さ

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

3 2 6 3 2 6

幅 幅

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

13 4 薄層カラー舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工）

薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

厚 さ -25 -30 -8

-50 －

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
　橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

13 3

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

4

13 3 薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定
処理工

厚 さ -25 -30

-50

-8

－

-25 -30 -8

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
-50 －

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、道路中心線及びその端部で層の
上下面の差を測定。

13 2 薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工 厚 さ土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

13 2 薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工 厚 さ -25 -30

-50

-8

－

－

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
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事

共

通

編

一

般

施

工

一

般
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工

-15

－ －

薄層カラー舗装工
（下層路盤工）

基準高▽ ±40 ±50

-45

幅 -50

－

基準高は延長20m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線及び端部で測定。厚さは各
車線40m毎に、層の上下面の差を測定。
幅は、延長40m毎に１ヶ所の割に測定。

工事規模の考え方
　中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500t未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
　厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ⅹ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

13 1

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-15

13 1 薄層カラー舗装工
（下層路盤工）

基準高▽ ±40 ±50

-45

幅 -50

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編
個々の測定値

（Ⅹ）

10個の測定値
の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

厚 さ -15 -20 -5

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

13 薄層カラー舗装工
（加熱アスファルト
安定処理工） 厚 さ -15 -20 -5

－

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
-50 － -50

13 5 薄層カラー舗装工
（基層工）

厚 さ -9 -12

-25

-3

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。

13 5 薄層カラー舗装工
（基層工）

厚 さ

－

-9 -12 -3

幅は、延長40m毎に１ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に１個の割でコアーを採
取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
-25 －
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（単位：mm）

現行 新

個々の測
定値

（Ⅹ）

個々の測
定値
（Ⅹ）

3 2 6 3 2 6

-25 -25

3 2 6 3 2 6

-25 -25

3 2 6 3 2 6

延長L 延長L

厚さt 厚さt

幅　W 幅　W

延長L 延長L

厚さt 厚さt

3 2 6 3 2 6

－ －

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要測定値の
平均

（Ⅹ10）

15 1 路面切削工
厚　さ　t -7 -2

厚さは20m毎に現舗装高切削後の基準高
の差で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
延長20m未満の場合は、２箇所/施工箇
所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。
測定方法は自動横断測定法によること
が出来る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

幅　　　W －

-17
(17)

面管理と
して緩和

-2
(2)

幅　　　W －

１．施工履歴データを用いた出来形管
理要領（案）（路面切削工編）に基づ
き出来形管理を実施する場合に適用す
る。
２．計画は切削面の全面とし、すべて
の点で設計面との厚さｔまたは標高格
差を算出する。計測密度は１点/㎡（平
面投影面積当たり）以上とする。
３．厚さｔまたは標高格差に、現舗装
高切削後の基準高との差で算出する。
４．幅は、延長40m毎に測定するものと
し、延長40m未満の場合は、2箇所/施工
箇所とする。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

15 2 路面切削工
（面管理の場合）
標高格差または厚さｔ
のみ

厚　さ　t
（標高格差）

舗装打換え工
路

盤

工

幅　W -50

-100

該当工種

舗

設

工

-25

各層毎１箇所/１施工箇所

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-100

該当工種

16

厚　さ　t -9 厚さは20m毎に現舗装高とオーバーレイ
後の基準高の差で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
幅は、延長40m毎に１箇所の割とし、延
長40m未満の場合は、２箇所/施工箇所
とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。

幅　　　W -25

延　長　L -100

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

平　坦　性

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式
（足付き）
(σ)1.75mm以下

17 1 オーバーレイ工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

幅　　　W -25

延　長　L -100

平　坦　性

17 1 オーバーレイ工 厚　さ　t -9 厚さは20m毎に現舗装高とオーバーレイ
後の基準高の差で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
幅は、延長40m毎に１箇所の割とし、延
長40m未満の場合は、２箇所/施工箇所
とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式
（足付き）
(σ)1.75mm以下

各層毎１ヶ所/１施工箇所
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

-100

該当工種

舗

設

工

-25

16 舗装打換え工
路

盤

工

幅　W -50

-100

該当工種

１．「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合に適用する。
２．計画は切削面の全面とし、すべて
の点で設計面との厚さｔまたは標高格
差を算出する。計測密度は１点/㎡（平
面投影面積当たり）以上とする。
３．厚さｔまたは標高格差に、現舗装
高切削後の基準高との差で算出する。
４．幅は、延長40m毎に測定するものと
し、延長40m未満の場合は、2ヶ所/施工
箇所とする。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工
幅　　　W －

15 2 路面切削工
（面管理の場合）
標高格差または厚さｔ
のみ

厚　さ　t
（標高格差）

-17
(17)

面管理と
して緩和

-2
(2)

厚さは20m毎に現舗装高切削後の基準高
の差で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
延長20m未満の場合は、2ヶ所/施工箇所
とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。
測定方法は自動横断測定法によること
が出来る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工

幅　　　W －

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要測定値の
平均

（Ⅹ10）

15 1 路面切削工
厚　さ　t -7 -2

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値
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（単位：mm）

現行 新

個々の測
定値

（Ⅹ）

個々の測
定値
（Ⅹ）

3 2 6 3 2 6

－ －

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
10個の測定値

の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

17 2 オーバーレイ工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差 -20 -3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）舗装工編 多点計測技術
（面管理の場合）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、施工前の標高値とオー
バーレイ後の標高値との差で算出す
る。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、オーバーレイ後の目標高さと
オーバーレイ後の標高値との差で算出
する。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工 平坦性

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合、その他本基準に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施する場合
に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、施工前の標高値とオー
バーレイ後の標高値との差で算出す
る。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、オーバーレイ後の目標高さと
オーバーレイ後の標高値との差で算出
する。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

一

般

舗

装

工 平坦性

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
10個の測定値

の平均
（Ⅹ10）

*面管理の場合は測
定値の平均

17 2 オーバーレイ工

（面管理の場合）

厚さあるいは標高較差 -20 -3

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値
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（単位：mm）

現行 新
編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 7 3 2 7

3 2 7 3 2 7

3 2 7 3 2 7

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

路床安定処理工 基　準　高　▽ ±50 延長20m毎に１箇所の割で測定。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。
厚さは中心線及び端部で測定。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）表層安定処理等・固結工（中
層混合処理）編」 による管理の場合
は、全体改良範囲図を用いて、施工厚
さt、天端幅w、天端延長Lを確認（実測
は不要）。

施工厚さ　　t -50

幅　　　　　W -100

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工
延　　　長　L -200

2

4 2 表層安定処理工
（ICT施工の場合）

基　準　高　▽ 特記仕様書に明示 施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。

法　　　長　ℓ -500

天　端　幅　W -300

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）表層安定処理等・固結工（中
層混合処理）編」に記載の全体改良平
面図を用いて天端幅w、天端延長Lを確
認（実測は不要）

天端延長　　L -500

3 固結工
（中層混合処理）

基　準　高　▽ 設計値以上
1,000m3～4,000m3につき1ヶ所、又は施
工延長20mにつき1箇所。
1,000m3以下、又は施工延長20m以下の
ものは1施工箇所につき2箇所。
施工厚さは施工時の改良深度確認を出
来形とする。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）表層安定処理等・固結工（中
層混合処理）編」による管理の場合
は、全体改良範囲図を用いて、施工厚
さt、幅w、延長Lを確認（実測は不
要）。

施工厚さ　　t 設計値以上

幅　　　　　W 設計値以上

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

延　　　長　L 設計値以上

9
土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

施工厚さ　　t 設計値以上

幅　　　　　W 設計値以上

延　　　長　L

9 3 固結工
（中層混合処理）

基　準　高　▽ 設計値以上
1,000m3～4,000m3につき1ヶ所、または
施工延長20mにつき1ヶ所。
1,000m3以下、または施工延長20m以下
のものは1施工箇所につき2ヶ所。
施工厚さは施工時の改良深度確認を出
来形とする。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」による管理の場合は、全体
改良範囲図を用いて、施工厚さt、幅
w、延長Lを確認（実測は不要）。

設計値以上

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

法　　　長　ℓ -500

天　端　幅　W -300
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」に記載の全体改良平面図を
用いて天端幅w、天端延長Lを確認（実
測は不要）

4 2 表層安定処理工
（ICT施工の場合）

基　準　高　▽ 特記仕様書に明示 施工延長10mにつき、１測点当たり５点
以上測定。

天端延長　　L -500

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

地

盤

改

良

工

施工厚さ　　t -50

幅　　　　　W -100

延　　　長　L

2 路床安定処理工 基　準　高　▽ ±50 延長20m毎に１ヶ所の割で測定。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。
厚さは中心線及び端部で測定。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」 による管理の場合は、全体
改良範囲図を用いて、施工厚さt、天端
幅w、天端延長Lを確認（実測は不
要）。

-200

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

ｔ

ｗ

CL

ｔ

ｗ

CL
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 12 3 2 12

≦1000mm ≦1000mm

＞1000mm ＞1000mm

≦100mm ≦100mm

＞100mm ＞100mm

3 2 12 3 2 12

H≦300mm H≦300mm

H＞300mm H＞300mm

3 2 12 3 2 12

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

ド

リ

ル

加

工

孔

+3
-1

孔の直径差
+2
-0

中

心

距

離

ボスの突起を基準
とした孔の位置づれ

1以下

ボスの突起を基準
とした孔の位置づれ

ボ ス の 高 さ
+1
-0

製品全数を測定。
※1）ガス切断寸法を準用する。
※2）片面のみの削り加工の場合も含
む。
※3）ソールプレートの接触面の橋軸及
び橋軸直角方向の長さ寸法に対しては
CT13を適用するものとする。
※4）全移動量分の遊間が確保されてい
るのかをする。
※5）組立て後に確定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

工

場

製

作

工

　

共

通

1.5以下

ア

ン

カ
ー

バ
ー

用

孔
（

鋳

放

し
）

ア

ン

カ
ー

ボ

ル

ト

1 1 鋳造費
（金属支承工）

上

下

部

鋼

構

造

物

と

の

接

合

用

ボ

ル

ト

孔

+4
-2

孔の中心距離※１
JIS B 0403-1995

　CT13

セ

ン

タ
ー

ボ

ス

ボ ス の 直 径
+0
-1

組

立

高

さ

H

上、下面加工仕上げ ±3

コ

ン

ク

リ
ー

ト

構

造

用

ボス
※５

ボ ス の 直 径
+0
-1

ボ ス の 高 さ
+1
-1

1 1 鋳造費
（金属支承工）

上沓の橋軸及び橋軸直角方向の長
さ寸法

JIS B O403-1995
　CT13

JIS B 0405-1991
　粗級

ガス切断寸法

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

工

場

製

作

工

　

共

通

全

移

動

量

ℓ
※

４

ℓ≦300mm ±2

ℓ＞300mm ±ℓ/100

0～+1％

1500＜W，L，D

±3

（H/200+3）小数点
以下切り捨て

普

通

寸

法

鋳放し長さ寸法
※2）、※3）

JIS B 0403-1995
　CT14

鋳放し肉厚寸法
　※2）

JIS B 0403-1995
　CT15

削り加工寸法

W，L，D≦1000mm 1

JIS B 0417-1979
　B級

1 2 鋳造費
（大型ゴム支承工）

幅

W

長

さ

L

直

径

D

W，L，D≦500 0～+5

500＜W，L，D
≦1500mm

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

工

場

製

作

工

　

共

通 厚

さ

t

t≦20mm ±0.5

1000mm＜W，L，D （W，L，D）/1000

0～+15

相

対

誤

差

20＜t≦160 ±2.5％

160＜t ±4

製品全数を測定。
平面度：１個のゴム支承の厚さ（t）の
最大相対誤差

（W，L，D）/1000

0～+15

±2.5％

160＜t ±4

相

対

誤

差

W，L，D≦1000mm 1

1000mm＜W，L，D

20＜t≦160

製品全数を測定。
平面度：１個のゴム支承の厚さ（t）の
最大相対誤差
詳細は道路橋支承便覧参照

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

工

場

製

作

工

　

共

通

500＜W，L，D
≦1500mm

0～+1％

1500＜W，L，D

JIS B 0417-1979
　B級

1 2 鋳造費
（大型ゴム支承工）

幅

W

長

さ

L

直

径

D

W，L，D≦500 0～+5

厚

さ

t

t≦20mm ±0.5

±3

（H/200+3）小数点
以下切り捨て

普

通

寸

法

鋳放し長さ寸法
※2）、※3）

JIS B 0403-1995
　CT14

鋳放し肉厚寸法
　※2）

JIS B 0403-1995
　CT15

削り加工寸法
JIS B 0405-1991

　粗級

ガス切断寸法

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

工

場

製

作

工

　

共

通

全

移

動

量

ℓ
※

４

ℓ≦300mm ±2

ℓ＞300mm ±ℓ/100

1 1 鋳造費
（金属支承工）

上沓の橋軸及び橋軸直角方向の長
さ寸法

JIS B O403-1995
　CT13

組

立

高

さ

H

上、下面加工仕上げ ±3

コ

ン

ク

リ
ー

ト

構

造

用

1 1 鋳造費
（金属支承工）

上

下

部

鋼

構

造

物

と

の

接

合

用

ボ

ル

ト

孔

セ

ン

タ
ー

ボ

ス

ボ ス の 直 径

孔の直径差

+0
-1

ボ ス の 高 さ
+1
-0

ボス
※５

ボ ス の 直 径
+0
-1

ボ ス の 高 さ
+1
-1

製品全数を測定。
※1）ガス切断寸法を準用する。
※2）片面のみの削り加工の場合も含
む。
※3）ソールプレートの接触面の橋軸及
び橋軸直角方向の長さ寸法に対しては
CT13を適用するものとする。
※4）全移動量分の遊間が確保されてい
るのかをする。
※5）組立て後に確定
詳細は道路橋支承便覧参照

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

工

場

製

作

工

　

共

通
中

心

距

離

ボスの突起を基準
とした孔の位置づれ

1以下

ボスの突起を基準
とした孔の位置づれ

+2
-0

1.5以下

ア

ン

カ
ー

バ
ー

用

孔
（

鋳

放

し
）

ア

ン

カ
ー

ボ

ル

ト

ド

リ

ル

加

工

孔

+3
-1

+4
-2

孔の中心距離※１
JIS B 0403-1995

　CT13

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 14 3 2 14

3 2 14 3 2 14

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所測　定　項　目 規　格　値

ℓ≧5m 法長の－4％

盛

土

法

長

ℓ

ℓ＜5m

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

-100

ℓ≧5m 法長の－2％

延　　　長　L

ℓ＜5m

-200

１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）法面工編」で規定
する出来形計測性能を有する機器を用
いることができる。

2 1 植生工
（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（市松芝工）
（植生シート工）
（植生マット工）
（植生筋工）
（人工張芝工）
（植生穴工）

切

土

法

長

ℓ

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）法面工編」で規定
する出来形計測性能を有する機器を用
いることができる。

-200

2 2 植生工
（植生基材吹付工）
（客土吹付工）

法

長

ℓ

ℓ＜5m -200

厚

さ

t

t＜5cm -10

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）法面工編」で規定
する出来形計測性能を有する機器を用
いることができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通 ℓ≧5m 法長の－4％

施工面積200㎡につき１箇所、面積200
㎡以下のものは、１施工箇所につき２
箇所。
検査孔により測定。

t≧5cm -20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹
付厚は、設計厚の50％以上とし、平均厚は
設計厚以上。

延　　　長　L -200

１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）法面工編」で規定
する出来形計測性能を有する機器を用
いることができる。

施工面積200㎡につき１箇所、面積200
㎡以下のものは、１施工箇所につき２
箇所。
検査孔により測定。

t≧5cm -20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹
付厚は、設計厚の50％以上とし、平均厚は
設計厚以上。

延　　　長　L -200

１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通 ℓ≧5m 法長の－4％

2 2 植生工
（植生基材吹付工）
（客土吹付工）

法

長

ℓ

ℓ＜5m -200

厚

さ

t

t＜5cm -10

ℓ≧5m 法長の－2％

延　　　長　L -200

１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通 ℓ≧5m 法長の－4％

盛

土

法

長

ℓ

ℓ＜5m -100

2 1 植生工
（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（市松芝工）
（植生シート工）
（植生マット工）
（植生筋工）
（人工張芝工）
（植生穴工）

切

土

法

長

ℓ

ℓ＜5m -200

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 14 3 3 2 14 3

3 2 14 4 1 3 2 14 4 1

3 2 15 3 2 15

3 2 15 3 2 15

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

吹付工
（コンクリート）
（モルタル）

法

長

ℓ

ℓ＜3m -50
施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
測定断面に凹凸があり、曲線法長の測
定が困難な場合は直線法長とする。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）法面工編」で規定
する出来形計測性能を有する機器を用
いることができる。

厚

さ

t

t＜5cm -10 200㎡につき２箇所以上、200㎡以下は
２箇所をせん孔により測定。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧3m -100

t≧5cm -20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹
付厚は、設計厚の50％以上とし、平均厚は
設計厚以上

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）法面工編」で規定
する出来形計測性能を有する機器を用
いることができる。

法

長

ℓ

ℓ＜10m -100 施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
計測手法については、従来管理のほか
に「3次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）法面工編」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
が出来る。

曲線部は設
計図書によ
る

-200

-30
枠延延長100mにつき１箇所、枠延延長
100m以下のものは１施工箇所につき２
箇所。計測手法については、従来管理
のほかに「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）法面工編」で規定す
る出来形計測性能を有する機器を用い
ることが出来る。

-30

±100

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧10m

幅　　　　　W

高　　　さ　h

枠中心間隔 a

法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

延　　　長　L -200

1施工箇所毎
計測手法については、従来管理のほか
に「3次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）法面工編」で規定する出来
形計測性能を有する機能を用いること
が出来る。

（一般事項）
場所打擁壁工

基　準　高　▽ ±50 施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。

厚　　　さ　t -20

裏　込　厚　さ -50

-100

延　　　長　L -200 １施工箇所毎

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

幅　　W1，W2 -30

高

さ

h

h＜3m -50

h≧3m

1

基　準　高　▽ ±50

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。

延　　　長　L -200

１施工箇所毎

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

2 プレキャスト擁壁工

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

延　　　長　L -200

１施工箇所毎
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

2 プレキャスト擁壁工

基　準　高　▽ ±50

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

-50

h≧3m -100

延　　　長　L -200 １施工箇所毎
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

基　準　高　▽ ±50

幅　　W1，W2 -30

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

厚　　　さ　t -20

裏　込　厚　さ -50

1 （一般事項）
場所打擁壁工

高

さ

h

h＜3m

曲線部は設
計図書によ
る

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧10m -200

幅　　　　　W -30

法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

法

長

ℓ

ℓ＜10m -100 施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
計測手法については、従来管理のほか
に「3次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」で規定する出来形計測性
能を有する機器を用いることが出来
る。

枠延延長100mにつき１ヶ所、枠延延長
100m以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
が出来る。

高　　　さ　h -30

枠中心間隔 a ±100

延　　　長　L -200

1施工箇所毎
計測手法については、従来管理のほか
に「3次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」で規定する出来形計測性
能を有する機能を用いることが出来
る。

t≧5cm -20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の最小吹
付厚は、設計厚の50％以上とし、平均厚は
設計厚以上

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

法

面

工

　

共

通

ℓ≧3m -100

吹付工
（コンクリート）
（モルタル）

法

長

ℓ

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
測定断面に凹凸があり、曲線法長の測
定が困難な場合は直線法長とする。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」で規定する出来
形計測性能を有する機器を用いること
ができる。

厚

さ

t

t＜5cm -10 200㎡につき２ヶ所以上、200㎡以下は
２ヶ所をせん孔により測定。

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

ℓ＜3m -50
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

3 2 15 3 2 15

3 2 16 3 2 16

0以下 +400以下 0以下 +400以下

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

3 補強土壁工
（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）

基　準　高　▽ ±50
施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

高

さ

h

h＜3m -50

h≧3m -100

鉛　直　度　Δ
±0.03hかつ
±300以内

控　え　長　さ
（補強材の設計長）

設計値以上

延　　　長　L -200
１施工箇所毎

平均値
個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）河川浚渫工編」に基づ
き出来形管理を面管理で実施する場
合、その他本基準に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施する場合に適用す
る。
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±100mmが含まれている。
３．計測は平場面と法面の全面とし、
全ての点で設計面との標高較差を算出
する。計測密度は１点／m2（平面投影
面積当たり）以上とする。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

浚

渫

工

　

共

通

3 3 浚渫船運転工
（バックホウ浚渫船）

（面管理の場合） 標高格差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「3次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を面管理で実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。
２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±100mmが含まれている。
３．計測は平場面と法面の全面とし、
全ての点で設計面との標高較差を算出
する。計測密度は１点／㎡（平面投影
面積当たり）以上とする。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

浚

渫

工

　

共

通

標高格差

3 3 浚渫船運転工
（バックホウ浚渫船）

（面管理の場合）

平均値
個々の
計測値

延　　　長　L -200
１施工箇所毎
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

土

木

工

事

共

通

編

一

般

施

工

擁

壁

工

　

共

通

高

さ

h

h＜3m -50

h≧3m -100

3 補強土壁工
（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）

基　準　高　▽ ±50
施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

鉛　直　度　Δ
±0.03hかつ
±300以内

控　え　長　さ
（補強材の設計長）

設計値以上

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

6 1 7 6 1 7

7 1 6 7 1 6

7 1 6 7 1 6

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

各格子間の中央部１箇所を測定。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）護岸工編」の規定による測点
の管理方法を用いることができる。

-20

t≧100 -30

裏込材厚　t’ -50

延　　　長　L -200

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

護

岸

工

法

長

ℓ

ℓ＜3m -50

ℓ≧3m

5 コンクリート被覆工 基　準　高　▽ ±50

-100

厚

さ

t

t＜100

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

護

岸

工

法

長

ℓ

ℓ＜5m -100

ℓ≧5m ℓ×（-2％）

4 海岸コンクリートブ
ロック工

基　準　高　▽ ±50 施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。

厚　　　さ　t -50

延　　　長　L -200

幅　　　　　W -30
河

川

編

築

堤

・

護

岸

測　定　項　目 規　格　値

法

覆

護

岸

工

高　　　さ　h -30

4 護岸付属物工

4 海岸コンクリートブ
ロック工

基　準　高　▽ ±50 施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）護岸工編」の規定による測点
の管理方法を用いることができる。

法

長

ℓ

ℓ＜5m -100

ℓ≧5m

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

護

岸

工 ℓ×（-2％）

厚　　　さ　t -50

延　　　長　L -200

5 コンクリート被覆工 基　準　高　▽ ±50

法

長

ℓ

ℓ＜3m -50

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）護岸工編」の規定による測点
の管理方法を用いることができる。

河

川

海

岸

編

堤

防

・

護

岸

護

岸

工
ℓ≧3m -100

厚

さ

t

t＜100 -20

t≧100 -30

裏込材厚　t’ -50

延　　　長　L -200

河

川

編

築

堤

・

護

岸

法

覆

護

岸

工

高　　　さ　h -30

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

4 護岸付属物工
幅　　　　　W -30

各格子間の中央部１ヶ所を測定。
「3次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」の規定による測点の管理方
法を用いることができる。
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（単位：mm）

現行 新

10個の測定
値

の平均
（Ⅹ10）

10個の測定
値

の平均
（Ⅹ10）

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

10 2 4 10 2 4

t≧15cm -15 t≧15cm -15

－ －

10 2 4 10 2 4

－ －

歩道路盤工
取合舗装路盤工
路肩舗装路盤工

幅は、片側延長20m毎に１ヶ所の割で測
定。厚さは、片側延長200m毎に1ヶ所コ
アーを採取して測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

道

路

編

舗

装

舗

装

工
幅 -25

-30 -10

歩道舗装工
取合舗装工
路肩舗装工
表層工

厚　　さ -9 -3

幅 -100

基準高は、延長20m毎に１ヶ所の割と
し、厚さは20m毎に、層の上下面の差を
測定。幅は、延長20m毎に１ヶ所の割に
測定。
※両端部2点で測定する。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が
2000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500t未満
あるいは施工面積が2000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に9個以上
の割合で規格値を満足しなければなら
ないとともに、10個の測定値の平均値
（Ⅹ10）について満足しなければなら
ない。ただし、厚さのデータ数が10個
未満の場合は測定値の平均値は適用し
ない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等
に損傷を与える恐れのある場合は、他
の方法によることが出来る。

道

路

編

舗

装

舗

装

工
厚

さ

t＜15cm

工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

基準高▽ ±50 －

-45

摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）編 章 節 条 枝番編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要
個々の測定値

（Ⅹ）

歩道路盤工
取合舗装路盤工
路肩舗装路盤工

基準高▽ ±50 －

厚

さ

t＜15cm -30 -10

基準高は、延長20m毎に１箇所の割と
し、厚さは20m毎に、層の上下面の差を
測定。幅は、延長20m毎に１箇所の割に
測定。
※両端部2点で測定する。

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が
2000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500t未満
あるいは施工面積が2000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に9個以上
の割合で規格値を満足しなければなら
ないとともに、10個の測定値の平均値
（Ⅹ10）について満足しなければなら
ない。ただし、厚さのデータ数が10個
未満の場合は測定値の平均値は適用し
ない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等
に損傷を与える恐れのある場合は、他
の方法によることが出来る。

道

路

編

舗

装

舗

装

工
-45

幅 -100

歩道舗装工
取合舗装工
路肩舗装工
表層工

厚　　さ -9 -3

幅 -25

幅は、片側延長20m毎に１箇所の割で測
定。厚さは、片側延長200m毎に1箇所コ
アーを採取して測定。

道

路

編

舗

装

舗

装

工
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

10 2 5 10 2 5

10 3 6 10 3 6

支

承

部

ア

ン

カ
ー

ボ

ル

ト

の

箱

抜

き

規

格

値

計画高 +10～-20

平面位置 ±20

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の鉛直度 1/50以下

敷　　　長　ℓ2 -50

胸壁間距離　ℓ ±30

支間長及び
中心線の変位

軸直角方向共
±50

-50

高　　　さ　h1 -50

胸壁の高さ　h2 -30

天　端　長　ℓ1 -50

道

路

編

橋

梁

下

部

橋

台

工 厚　　　さ　t -20

天端幅 W1
（橋軸方向）

-10

天端幅 W2
（橋軸方向）

-10

敷　幅 W3
（橋軸方向）

8 橋台躯体工
基　準　高　▽ ±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示ヶ所。
 
箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。
なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）」
で規定する出来形計測性能を有する機
器を用いることができる。（アンカー
ボルト孔の鉛直度を除く）
ただし、「３次元計測技術を用 いた出
来形管理要領（案）」に基づき出来形
管理を実施する場合は、同要領に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施すること
ができる。

支承部アンカーボルトの箱抜き規格値
の平面位置は沓座の中心ではなく、ア
ンカーボルトの箱抜きの中心で測定。
アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを
橋軸方向、橋軸直角方向で十字に切っ
た２隅で計測。

基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１ヶ所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
なお、従来管理のほかに「3次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）」の
規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

道

路

編

舗

装

排
水
溝
造
物
工

延　　　長　L -200

1ヶ所/1施工箇所
なお、従来管理のほかに「3次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）」の
規定による測点の管理方法を用いるこ
とができる。

9 排水性舗装用路肩排水
工

9 排水性舗装用路肩排水
工

基　準　高　▽ ±30

施工延長20mにつき１箇所、延長20m以
下のものは１施工箇所につき２箇所。
なお、従来管理のほかに「3次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編　計測技術（断面管理の場合）」
の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

道

路

編

舗

装

排
水
溝
造
物
工

延　　　長　L -200

1箇所/1施工箇所
なお、従来管理のほかに「3次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）舗装
工編　計測技術（断面管理の場合）」
の規定による測点の管理方法を用いる
ことができる。

敷　幅 W3
（橋軸方向）

-50

高　　　さ　h1

8 橋台躯体工
基　準　高　▽ ±20

厚　　　さ　t

-50

道

路

編

橋

梁

下

部

橋

台

工

天端幅 W2
（橋軸方向）

-10

-10

-20

胸壁間距離　ℓ ±30

支間長及び
中心線の変位

軸直角方向共
±50

-50

胸壁の高さ　h2 -30

天　端　長　ℓ1 -50

敷　　　長　ℓ2

支

承

部

ア

ン

カ
ー

ボ

ル

ト

の

箱

抜

き

規

格

値

計画高 +10～-20

平面位置 ±20

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の鉛直度 1/50以下

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。
 
箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。

なお、従来管理のほかに「3次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）構造
物工編（試行）」で規定する出来形計
測性能を有する機器を用いることがで
きる。（アンカーボルト孔の鉛直度を
除く）

天端幅 W1
（橋軸方向）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 測　定　項　目 規　格　値
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

10 3 7 10 3 7

10 3 7 10 3 7

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の鉛直度 1/50以下

-20

橋脚中心間距離　ℓ ±30

支間長及び
中心線の変位

軸直角方向共
±50

支

承

部

ア

ン

カ
ー

ボ

ル

ト

の

　

　

箱

抜

き

規

格

値

計画高 +10～-20

平面位置 ±20

道

路

編

橋

梁

下

部

R

C

橋

脚

工 厚　　　さ　t -20

天　端　幅　W1 -20

敷　　　幅　W2

9 2 橋脚躯体工
（ラーメン式） 基　準　高　▽ ±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示ヶ所。

箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。
なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）」
で規定する出来形計測性能を有する機
器を用いることができる。（アンカー
ボルト孔の鉛直度を除く）
ただし、「３次元計測技術を用 いた出
来形管理要領（案）」に基づき出来形
管理を実施する場合は、同要領に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施すること
ができる。

支承部アンカーボルトの箱抜き規格値
の平面位置は沓座の中心ではなく、ア
ンカーボルトの箱抜きの中心で測定。
アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを
橋軸方向、橋軸直角方向で十字に切っ
た２隅で計測。

-20

高　　　さ　h -50

長　　　さ　ℓ

支

承

部

ア

ン

カ
ー

ボ

ル

ト

の

箱

抜

き

規

格

値

計画高 +10～-20

平面位置 ±20

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の鉛直度 1/50以下

-50

敷　　　長　ℓ2 -50

橋脚中心間距離　ℓ ±30

支間長及び
中心線の変位

±50

道

路

編

橋

梁

下

部

R

C

橋

脚

工
厚　　　さ　t -20

天端幅 W1
（橋軸方向）

-20

敷　幅 W2
（橋軸方向）

9 1 橋脚躯体工
（張出式）
（重力式）
（半重力式）

基　準　高　▽ ±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端、
その他は寸法表示ヶ所。

箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。
なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）」
で規定する出来形計測性能を有する機
器を用いることができる。（アンカー
ボルト孔の鉛直度を除く）
ただし、「３次元計測技術を用 いた出
来形管理要領（案）」に基づき出来形
管理を実施する場合は、同要領に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施すること
ができる。

支承部アンカーボルトの箱抜き規格値
の平面位置は沓座の中心ではなく、ア
ンカーボルトの箱抜きの中心で測定。
アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを
橋軸方向、橋軸直角方向で十字に切っ
た２隅で計測。

-50

高　　　さ　h -50

天　端　長　ℓ1

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

9 1 橋脚躯体工
（張出式）
（重力式）
（半重力式）

基　準　高　▽ ±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端、
その他は寸法表示箇所。

箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。

なお、従来管理のほかに「3次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）構造
物工編（試行）」で規定する出来形計
測性能を有する機器を用いることがで
きる。（アンカーボルト孔の鉛直度を
除く）

厚　　　さ　t -20

天端幅 W1
（橋軸方向）

-20

道

路

編

橋

梁

下

部

R

C

橋

脚

工

敷　幅 W2
（橋軸方向）

-50

高　　　さ　h -50

天　端　長　ℓ1 -50

敷　　　長　ℓ2 -50

橋脚中心間距離　ℓ ±30

支間長及び
中心線の変位

±50

支

承

部

ア

ン

カ
ー

ボ

ル

ト

の

箱

抜

き

規

格

値

計画高 +10～-20

平面位置 ±20

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の鉛直度 1/50以下

9 2 橋脚躯体工
（ラーメン式） 基　準　高　▽ ±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。

箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。

なお、従来管理のほかに「3次元計測技
術を用いた出来形管理要領（案）構造
物工編（試行）」で規定する出来形計
測性能を有する機器を用いることがで
きる。（アンカーボルト孔の鉛直度を
除く）

厚　　　さ　t -20

天　端　幅　W1 -20

道

路

編

橋

梁

下

部

R

C

橋

脚

工

敷　　　幅　W2 -20

高　　　さ　h -50

長　　　さ　ℓ -20

橋脚中心間距離　ℓ ±30

支間長及び
中心線の変位

軸直角方向共
±50

支

承

部

ア

ン

カ
ー

ボ

ル

ト

の

　

　

箱

抜

き

規

格

値

計画高 +10～-20

平面位置 ±20

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の鉛直度 1/50以下
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

10 6 5 10 6 5

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

覆

工
幅　W（全幅） -50

高さh（内法） -50

厚　さ　t

3 覆工コンクリート工
基準高（拱頂） ±50

（1）基準高、幅、高さは、施工延長
20mにつき１ヶ所。
（2）厚さ
（イ）コンクリート打設前の巻立空間
を１打設長の終点を図に示す各点で測
定。中間部はコンクリート打設口で測
定。
（ロ）コンクリート打設後、覆工コン
クリートについて１打設長の端面（施
工継手の位置）において、図に示す各
点の巻厚測定を行う。
（ハ）検測孔による巻厚の測定は図の
（1）は40mに1ヶ所、（2）～（3）は
100mに１ヶ所の割合で行う。
なお、トンネル延長が100m以下のもの
については、１トンネル当たり２ヶ所
以上の検測孔による測定を行う。
ただし、以下の場合には、左記の規格
値は適用除外とする。
・良好な地山における岩または吹付コ
ンクリートの部分的な突出で、設計覆
工厚の３分の１以下のもの。
なお、変形が収束しているものに限
る。
・異常土圧による覆工厚不足で、型枠
の据付け時には安定が確認されかつ別
途構造的に覆工の安全が確認されてい
る場合。
・鋼アーチ支保工、ロックボルトの突
出。
　計測手法については、従来管理のほ
かに「3次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」で規定する出来形計測
性能を有する機器を用いることが出来
る。

設計値以上

延　　　長　L －

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

3 覆工コンクリート工
基準高（拱頂） ±50

（1）基準高、幅、高さは、施工延長
20mにつき１箇所。
（2）厚さ
（イ）コンクリート打設前の巻立空間
を１打設長の終点を図に示す各点で測
定。中間部はコンクリート打設口で測
定。
（ロ）コンクリート打設後、覆工コン
クリートについて１打設長の端面（施
工継手の位置）において、図に示す各
点の巻厚測定を行う。
（ハ）検測孔による巻厚の測定は図の
（1）は40mに1箇所、（2）～（3）は
100mに１箇所の割合で行う。
なお、トンネル延長が100m以下のもの
については、１トンネル当たり２箇所
以上の検測孔による測定を行う。
ただし、以下の場合には、左記の規格
値は適用除外とする。
・良好な地山における岩又は吹付コン
クリートの部分的な突出で、設計覆工
厚の３分の１以下のもの。
なお、変形が収束しているものに限
る。
・異常土圧による覆工厚不足で、型枠
の据付け時には安定が確認されかつ別
途構造的に覆工の安全が確認されてい
る場合。
・鋼アーチ支保工、ロックボルトの突
出。
　計測手法については、従来管理のほ
かに「3次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）トンネル工編」で規定す
る出来形計測性能を有する機器を用い
ることが出来る。

幅　W（全幅） -50

高さh（内法） -50

道

路

編

ト

ン

ネ

ル

(

N

A

T

M

)

覆

工

厚　さ　t 設計値以上

延　　　長　L －
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（単位：mm）

現行 新

個々の
測定値
（Ⅹ）

平均の
測定値

（Ⅹ10）

個々の
測定値
（Ⅹ）

平均の
測定値
（Ⅹ10）

10 14 4 10 14 4

－

３mプロロ
フィルメー
ター
（ρ）
2.4mm以下
直読式
(足付き)
（σ）
1.75mm以下

－

３mプロロ
フィルメー
ター
（ρ）
2.4mm以下
直読式
(足付き)
（σ）
1.75mm以下

10 14 4 10 14 4

－

３mプロロ
フィルメー
ター
（ρ）
2.4mm以下
直読式
(足付き)
（σ）
1.75mm以下 －

３mプロロ
フィルメー
ター
（ρ）
2.4mm以下
直読式
(足付き)
（σ）
1.75mm以下

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

11 1 7 3 11 1 7 3

11 2 3 4 11 2 3 4

11 2 6 2 11 2 6 2

11 2 7 3 11 2 7 3

垂直変位は施工延長20m（測点間隔25m
の場合は25m）につき１箇所、延長20m
（又は25m）以下のものは１施工箇所に
つき２箇所測定する。

施工延長おおむね20mごとにつき１箇
所、20m未満は１施工箇所につき２箇所
測定する。

施工延長おおむね20mごとに基準測線を
設定し、基準高を10mごと、変化点ごと
に測定する。

基準高は施工延長20m（測点間隔25mの
場合は25m）につき１箇所、延長40m
（又は25m）以下のものについては１施
工箇所につき２箇所測定する。

下

水

道

編

処

理

場

ポ

ン

プ

場

本

体

仮

設

工

地

中

連

続

壁

工
（

壁

式
）

コ

ン

ク

リ
ー

ト

壁

地中壁の長さ　Ll

垂直変位

壁体長　L

法長　L≧5m 切土：－4％

壁式
基準高▽ ±50

-50

300

-200

土工（掘削）
基準高▽ ±50

下

水

道

編

処

理

場

ポ

ン

プ

場

本

体

作

業

土

工

掘

削

工

土

工
（

掘

削
）

幅　B -100

法長　L＜5m 盛土：－100

法長　L＜5m 切土：－200

法長　L≧5m 盛土：　－2％

盛土・切土
基準高▽ ±50

下

水

道

編

処

理

場

ポ

ン

プ

場

敷

地

造

成

土

工

法

面

整

形

工

盛

土

・

切

土

幅　W -100

基準高は施工延長40m（測点間隔25mの
場合は50m）につき1箇所、延長40m（ま
たは50m）以下のものについては1施工
箇所につき2箇所測定する。

垂直変位は施工延長20m（測点間隔25m
の場合は25m）につき1箇所、延長20m
（または25m）以下のものは1施工箇所
につき2箇所測定する。

施工延長おおむね40mごとにつき1箇
所、40m未満は1施工箇所につき2箇所測
定する。

施工延長おおむね40m（小規模なものは
20m）ごとに基準測線を設定し、基準高
を10mごと、変化点ごとに測定する。

垂直変位
（基準線からのずれ）

300

壁体長　L -200

幅　B -100

壁式
基準高▽ ±50

下

水

道

編

処

理

場

・

ポ

ン

プ

場

本

体

仮

設

工

地

中

連

続

壁

工

コ

ン

ク

リ
ー

ト

壁

地中壁の長さ　Ll -50

法長　L≧5m 切土：－4％

土工（掘削）
基準高▽ ±50

下

水

道

編

処

理

場

・

ポ

ン

プ

場

本

体

作

業

土

工

掘

削

工

土

工
（

掘

削
）

法長　L＜5m

下

水

道

編

処

理

場

.

ポ

ン

プ

場

敷

地

造

成

工

法

面

整

形

工

盛土：－100

法長　L＜5m 切土：－200

法長　L≧5m 盛土：　－2％

盛土・切土
基準高▽ ±50

盛

土

・

切

土

幅　W -100

下

水

道

編

管

路

管

き
ょ

更

生

工

管

き
ょ

内

面

被

覆

工

最新版の
「管きょ更
生工法にお
ける設計・
施工管理ガ
イドライ
ン」に準拠
して実施す
る。

更生管厚 6ヶ所の平均管厚が
呼び厚さ以上で、か
つ上限は＋20％以内
とし、測定値の最小
値は設計更生管厚以
上とする。

最新版の
「管きょ更
生工法にお
ける設計・
施工管理ガ
イドライ
ン」に準拠
して実施す
る。

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

6ヶ所の平均管厚が
呼び厚さ以上で、か
つ上限は＋20％以内
とし、測定値の最小
値は設計更生管厚以
上とする。

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

1スパンの上下流管口で測定する。
人が入って測定できる場合は、仕上が
り内径について1スパンの中間部付近で
も測定する。
それぞれ更生管円周上の6ヶ所で測定す
る。
更生後24時間以降経過した内径に対し
て計測し記録する。
更生管厚は、更生工事前に既設管きょ
の内径を測定し、更生後に同方向での
更生管きょの内径を測定し、結果を差
し引きことで確認する。

反転・形成工法 仕上がり内径 D 硬化直後と24時間以
降の測定値で差がな
いこと

1スパンの上下流管口で測定する。
人が入って測定できる場合は、仕上が
り内径について1スパンの中間部付近で
も測定する。
それぞれ更生管円周上の6箇所で測定す
る。
硬化直後と24時間以降で同じ測定位置
で計測し記録する。 更生管厚

下

水

道

編

管

路

管

き
ょ

更

生

工

管

き
ょ

内

面

被

覆

工

測　定　項　目 規　格　値

反転・形成工法 仕上がり内径 D

－

１　「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
実施する場合に適用する。
２　計測は切削面の全面とし、すべて
の点で設計面との厚さｔまたは標高較
差（切削）を算出する。計測密度は１
点/㎡（平面投影面積当たり）以上とす
る。
３　厚さｔまたは標高較差（切削）
は、現舗装高と切削後の基準高との差
で算出する。
４　厚さ（オーバーレイ）は40m毎に
「切削後の基準高とオーバーレイ後の
基準高の差」で算出す。
測定点は車道中心線、車道幅及びその
中心とする。
５　幅は、延長80m毎に1カ所の割と
し、延長80m未満の場合は、2カ所/施工
箇所とする。
断面状況で、間隔、測定数を変えるこ
とが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することができる。

厚さ　t
（標高較差）

（切削）

-17
(17)

（面管理と
して緩和）

-2
(2)

延長　L

道

路

編

道

路

維

持

舗

装

工

厚さ　t（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ） -9

幅　　W -25

5 2 切削オーバーレイ工
（面管理の場合）
厚さｔまたは標高較差
（切削）のみ

-100

平坦性

厚さは40m毎に「現舗装高と切削後の基
準高の差」、「切削後の基準高とオー
バーレイ後の基準高の差」で算出す
る。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
幅は、延長80m毎に１ヶ所の割とし、延
長40m未満の場合は、２ヶ所/施工箇所
とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。
測定方法は自動横断測定法によること
が出来る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することができる。

道

路

編

道

路

維

持

舗

装

工

厚さ　t（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ） -9

5 1 切削オーバーレイ工 厚さ　t（切削） -7 -2

延長　L -100

平坦性

工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

幅　　W -25

摘　要編 章 節 条 枝番編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要

5 1 切削オーバーレイ工 厚さ　t（切削） -7 -2 厚さは40m毎に「現舗装高と切削後の基
準高の差」、「切削後の基準高とオー
バーレイ後の基準高の差」で算出す
る。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
幅は、延長80m毎に１箇所の割とし、延
長40m未満の場合は、２箇所/施工箇所
とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。
測定方法は自動横断測定法によること
が出来る。

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することができる。

道

路

編

道

路

維

持

舗

装

工

厚さ　t（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ） -9

幅　　W -25

延長　L -100

平坦性

5 2 切削オーバーレイ工
（面管理の場合）
厚さｔまたは標高較差
（切削）のみ

厚さ　t
（標高較差）
（切削）

-17
(17)

（面管理と
して緩和）

-2
(2)

厚さ　t（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ）

１　施工履歴データを用いた出来形管
理要領（案）（路面切削工編）に基づ
き出来形管理実施する場合に適用す
る。
２　計測は切削面の全面とし、すべて
の点で設計面との厚さｔまたは標高較
差（切削）を算出する。計測密度は１
点/㎡（平面投影面積当たり）以上とす
る。
３　厚さｔまたは標高較差（切削）
は、現舗装高と切削後の基準高との差
で算出する。
４　厚さ（オーバーレイ）は40m毎に
「切削後の基準高とオーバーレイ後の
基準高の差」で算出す。
測定点は車道中心線、車道幅及びその
中心とする。
５　幅は、延長80m毎に1カ所の割と
し、延長80m未満の場合は、2カ所/施工
箇所とする。
断面状況で、間隔、測定数を変えるこ
とが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することができる。

道

路

編

道

路

維

持

舗

装

工

-9

幅　　W -25

延長　L -100

平坦性
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（単位：mm）

現行 新

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 摘　要

11 2 7 4 11 2 7 4

11 2 8 5 11 2 8 5

11 2 8 6 11 2 8 6

全数について杭中心で測定する。

全数について杭中心で測定する。

垂直変位は施工延長20m（測点間隔25m
の場合は25m）につき１箇所、延長20m
（又は25m）以下のものは１施工箇所に
つき２箇所測定する。

場所打ち杭
基準高▽ ±50

設計値以上

既製杭

杭径／4以内かつ
100mm

下

水

道

編

処

理

場

ポ

ン

プ

場

本

体

築

造

工

場

所

打

ち

杭

工

根入長　L

下

水

道

編

処

理

場

ポ

ン

プ

場

本

体

築

造

工

既

製

杭

工
根入長　L

偏心量　δ

傾　斜

下

水

道

編

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

基準高は施工延長40m（測点間隔25mの
場合は50m）につき1箇所、延長40m（ま
たは50m）以下のものについては1施工
箇所につき2箇所測定する。

垂直変位は施工延長20m（測点間隔25m
の場合は25m）につき1箇所、延長20m
（または25m）以下のものは１施工箇所
につき2箇所測定する。

全数について杭中心で測定する。

D／4以内かつ
100mm

杭径　D
設計径

（公称径）以上

傾　斜 1/100以内

偏心量　δ

±50

設計値以上

D/4以内かつ
100mm

1/100以内

既製杭

基準高▽ ±50

根入長　L 設計値以上

地

中

連

続

壁

工

地中壁の長さ　L1 -50

垂直変位　d D/4以内

壁体長　L

基準高▽

-200

測　定　項　目 規　格　値

柱列式

基準高▽ ±50下

水

道

編

処

理

場

・

ポ

ン

プ

場

本

体

仮

設

工

杭径　D 設計値以上

偏心量　δ
D／4以内かつ

100mm

偏心量　δ

処

理

場

・

ポ

ン

プ

場

本

体

築

造

工

既

製

杭

工

下

水

道

編

基準高▽ ±50

根入長　L 設計値以上

処

理

場

・

ポ

ン

プ

場

本

体

築

造

工

場

所

打

ち

杭

工

D：杭径

全数について杭中心で測定する。

杭径（D）について、全周回転型オール
ケーシング工法の場合は「設計径（公
称径）－30mm以上」とする。

場所打ち杭

地中壁の長さ　L1 -50

垂直変位 杭径／4以内

壁体長　L -200

柱列式

基準高▽ ±50下

水

道

編

処

理

場

ポ

ン

プ

場

本

体

仮

設

工

地

中

連

続

壁

工
（

柱

列

式
）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所測　定　項　目 規　格　値

基準高は施工延長20m（測点間隔25mの
場合は25m）につき１箇所、延長40m
（又は25m）以下のものについては１施
工箇所につき２箇所測定する。

D：杭径
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３.品質管理基準 新旧対照表 
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

1 1
　セメント・
コンクリート
（転圧ｺﾝｸﾘー
ﾄ・ｺﾝｸﾘーﾄダ
ム・覆工ｺﾝｸﾘー
ﾄ・吹付けｺﾝｸ
ﾘーﾄを除く）

JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上
及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（砕砂及び砕石）
JIS A 5011-1（高炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（フェロニッケルスラグ細骨材）
JIS A 5011-3（銅スラグ細骨材）
JIS A 5011-4（電気炉酸化スラグ骨材）
JIS A 5021（コンクリート用再生骨材Ｈ）酸化スラグ
細骨材）
JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H）

○

　セメント・
コンクリート
（転圧ｺﾝｸﾘー
ﾄ・ｺﾝｸﾘーﾄダ
ム・覆工ｺﾝｸﾘー
ﾄ・吹付けｺﾝｸ
ﾘーﾄを除く）

JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上
及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）
JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材‐第1部:高
炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材‐第2部:ﾌｪﾛ
ﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材‐第3部:銅ｽ
ﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材‐第4部:電
気炉酸化ｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H）

○

4 4
JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021

１回/月以上及び産地が変わった
場合。

JIS A 5005（砕砂及び砕石）
JIS A 5011-1（高炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（ﾌｪﾛﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-3（銅ｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-4（電気炉酸化ｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H） ○

JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021

１回/月以上及び産地が変わった
場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）
JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材‐第1部:高
炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材‐第2部:ﾌｪﾛ
ﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材‐第3部:銅ｽ
ﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材‐第4部:電
気炉酸化ｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H）

○

JIS A 1103
JIS A 5005

１回/月以上及び産地が変わった
場合。（微粒分量の多い砂１回
／週以上）

○

JIS A 1103
JIS A 5005

工事開始前、工事中１回/月以上
及び産地が変わった場合。（山
砂の場合は、工事中１回／週以
上）

○

JIS A 6201
JIS A 6202
JIS A 6204
JIS A 6205
JIS A 6206
JIS A 6207

1回/月以上
ただし、JIS A 6202（膨張材）
は1回/月以上、JIS A 6204（化
学混和剤）は1回/６ヶ月以上

試験成績表による。

○

JIS A 6201
JIS A 6202
JIS A 6204
JIS A 6205
JIS A 6206
JIS A 6207

1回/月以上
ただし、JIS A 6204（化学混和
剤）は1回/６ヶ月以上

試験成績表による。

○

19 19
吹付工 JIS A 1109

JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上
及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（砕砂及び砕石）
JIS A 5011-1（高炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（フェロニッケルスラグ細骨材）
JIS A 5011-3（銅スラグ細骨材）
JIS A 5011-4（電気炉酸化スラグ骨材）
JIS A 5021（コンクリート用再生骨材Ｈ）酸化スラグ
細骨材）
JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H）

○

吹付工 JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上
及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）
JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材‐第1部:高
炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材‐第2部:ﾌｪﾛ
ﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材‐第3部:銅ｽ
ﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材‐第4部:電
気炉酸化ｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H）

○

20 20
現場吹付法枠工 JIS A 1109

JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上
及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（砕砂及び砕石）
JIS A 5011-1（高炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（フェロニッケルスラグ細骨材）
JIS A 5011-3（銅スラグ細骨材）
JIS A 5011-4（電気炉酸化スラグ骨材）
JIS A 5021（コンクリート用再生骨材Ｈ）酸化スラグ
細骨材）
JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H）

○

現場吹付法枠工 JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上
及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）
JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材‐第1部:高
炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材‐第2部:ﾌｪﾛ
ﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材‐第3部:銅ｽ
ﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材‐第4部:電
気炉酸化ｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H）

○

26 26
コンクリート
ダム

JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上
及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（砕砂及び砕石）
JIS A 5011-1（高炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（フェロニッケルスラグ細骨材）
JIS A 5011-3（銅スラグ細骨材）
JIS A 5011-4（電気炉酸化スラグ細骨材）
JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H） ○

コンクリートダ
ム

JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上
及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）
JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材‐第1部:高
炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材‐第2部:ﾌｪﾛ
ﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材‐第3部:銅ｽ
ﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材‐第4部:電
気炉酸化ｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H）

○

材

料

材

料

骨材の密度及び
吸水率試験

そ

の

他

骨材の密度及び
吸水率試験

JIS A 5364
JIS A 5308

粗骨材：1.0％以下
細骨材：コンクリートの表面がす
りへり作用を受ける場合3.0％以
下、その他の場合5.0％以下（砕
砂およびスラグ細骨材を用いた場
合はコンクリートの表面がすりへ
り作用を受ける場合5.0％以下そ
の他の場合7.0％以下）

試験項目

そ

の

他

絶乾密度：2.5以上
吸水率：2013年制定コンクリート
標準示方書ダム編による。

JIS A 6201（フライアッシュ）
JIS A 6202（膨張材）
JIS A 6204（化学混和剤）
JIS A 6205（防せい剤）
JIS A 6206（高炉スラグ微粉末)
JIS A 6207(シリカフューム）

そ

の

他

骨材の密度及び
吸水率試験

コンクリート用
混和材・化学混
和剤

材

料

材

料

骨材の密度及び
吸水率試験

試験項目

コンクリート用混
和材・化学混和剤

そ

の

他

骨材の密度及び
吸水率試験

骨材の密度及び吸
水率試験

規格値

材

料

そ

の

他

絶乾密度：2.5以上
細骨材の吸水率：3.5％以下
粗骨材の吸水率：3.0％以下
（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、
フェロニッケルスラグ細骨材、銅
スラグ細骨材の規格値については
摘要を参照）

骨材の密度及び吸
水率試験

絶乾密度：2.5以上
細骨材の吸水率：3.5％以下
粗骨材の吸水率：3.0％以下
（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、
フェロニッケルスラグ細骨材、銅
スラグ細骨材の規格値については
摘要を参照）

規格値

品質管理基準及び規格値（新旧対照表）

現行 新

材

料

そ

の

他

骨材の密度及び吸
水率試験

プレキャスト
コンクリート
製品（その他）

材

料

材

料プレキャスト
コンクリート
製品（その他）

そ

の

他

材

料

そ

の

他

材

料

骨材の微粒分量
試験

JIS A 6201（フライアッシュ）
JIS A 6202（膨張材）
JIS A 6204（化学混和剤）
JIS A 6205（防せい剤）
JIS A 6206（高炉スラグ微粉末)
JIS A 6207(シリカフューム）

絶乾密度：2.5以上
細骨材の吸水率：3.5％以下
粗骨材の吸水率：3.0％以下
（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、
フェロニッケルスラグ細骨材、銅
スラグ細骨材の規格値については
摘要を参照）

骨材の密度及び吸
水率試験

絶乾密度：2.5以上
細骨材の吸水率：3.5％以下
粗骨材の吸水率：3.0％以下
（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、
フェロニッケルスラグ細骨材、銅
スラグ細骨材の規格値については
摘要を参照）

絶乾密度：2.5以上
細骨材の吸水率：3.5％以下
粗骨材の吸水率：3.0％以下
（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、
フェロニッケルスラグ細骨材、銅
スラグ細骨材の規格値については
摘要を参照）

骨材の密度及び吸
水率試験

絶乾密度：2.5以上
細骨材の吸水率：3.5％以下
粗骨材の吸水率：3.0％以下
（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、
フェロニッケルスラグ細骨材、銅
スラグ細骨材の規格値については
摘要を参照）

絶乾密度：2.5以上
吸水率：2013年制定コンクリート
標準示方書ダム編による。

骨材の微粒分量試
験

粗骨材
砕石　3.0％以下（ただし、粒形
判定実績率が58％以上の場合は
5.0％以下）
スラグ粗骨材　5.0％以下
それ以外（砂利等）　1.0％以下
1.0％以下
細骨材
砕砂　9.0％以下（ただし、すり
へり作用を受ける場合は5.0％以
下）
スラグ細骨材　7.0％以下（ただ
し、すりへり作用を受ける場合は
5.0％以下）
それ以外（砂等）　5.0％以下
（ただし、すりへり作用を受ける
場合は3.0％以下）

JIS A 5364
JIS A 5308

そ

の

他
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

試験項目 試験項目 規格値規格値

現行 新

27 27
覆工コンクリー
ト（ＮＡＴＭ）

JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上
及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（砕砂及び砕石）
JIS A 5011-1（高炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（フェロニッケルスラグ細骨材）
JIS A 5011-3（銅スラグ細骨材）
JIS A 5011-4（電気炉酸化スラグ細骨材）
JIS A 5021（コンクリート用再生骨材H） ○

覆工コンクリー
ト（ＮＡＴＭ）

JIS A 1109
JIS A 1110
JIS A 5005
JIS A 5011-1～4
JIS A 5021

工事開始前、工事中１回/月以上
及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）
JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材‐第1部:高
炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材‐第2部:ﾌｪﾛ
ﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材‐第3部:銅ｽ
ﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材‐第4部:電
気炉酸化ｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS A 5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ用再生骨材H）

○

43 43
既設管きょφ600mm
以下
JSWAS K-1(φ600mm
以下)
既設管きょφ700mm
以上
JSWAS K-2(φ700mm
以上)

・φ700mm以上の既
設管
JSWAS K-2による外
圧試験（2種に対
応）

密着管（高密度ポリ
エチレン樹脂）JIS
K 7171

・ガラス繊維あり
JIS K 7039による曲
げ強度試験

密着管(硬質塩化ビ
ニル樹脂)
JIS K 7171(試験速
度2mm/min)

・ガラス繊維なし
短期値を安全率で除
した値

現場硬化管JIS K
7171
及びJIS A 7511付属
書D

・ガラス繊維あり
JIS K 7035による曲
げ弾性試験

密着管(高密度ポリ
エチレン樹脂)JIS K
7116(水中1,000時
間)

・ガラス繊維なし
JIS K 7116による曲
げ弾性試験

密着管(硬質塩化ビ
ニル樹脂)
JIS K 7115又はJIS
K 7116(水中1,000時
間)
現場硬化管（ガラス
繊維有り）
JIS K 7039(水中
10,000時間)

現場硬化管（ガラス
繊維無し）
JIS K 7116(水中
10,000時間、試験片
の数25以上)

JIS K 7204又は
JIS A 1452による

密着管（高密度ポリ
エチレン樹脂）JIS
K 7171

・ガラス繊維ありの
みが対象
JIS K 7034による

密着管(硬質塩化ビ
ニル樹脂)
JIS K 7171(試験速
度2mm/min)

JSWAS K－2に準拠し
た試験（内外水圧に
対する水密性）

現場硬化管JIS K
7171

・ガラス繊維なしの
みが対象
JIS K 7116を準用し
た1,000時間水中曲
げクリープ試験を行

密着管(高密度ポリ
エチレン樹脂)JIS K
7116(水中1,000時
間)

JIS K 7161による引
張強度等試験

密着管(硬質塩化ビ
ニル樹脂)
JIS K 7116(水中
1,000時間)

JIS K 7181による圧
縮強度等試験

現場硬化管（ガラス
繊維有り）
JIS K 7035(水中
10,000時間)

目視あるいは自走式
テレビカメラによる

施工スパン毎とする。 現場硬化管（ガラス
繊維無し）
JIS A 7511付属書
D(水中10,000時間)

材

料

そ

の

他

骨材の密度及び
吸水率試験

材

料

そ

の

他

骨材の密度及び吸
水率試験

絶乾密度：2.5以上
細骨材の吸水率：3.5％以下
粗骨材の吸水率：3.0％以下
（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、
フェロニッケルスラグ細骨材、銅
スラグ細骨材の規格値については
摘要を参照）

絶乾密度：2.5以上
細骨材の吸水率：3.5％以下
粗骨材の吸水率：3.0％以下
（砕砂・砕石、高炉スラグ骨材、
フェロニッケルスラグ細骨材、銅
スラグ細骨材の規格値については
摘要を参照）

偏平強さまたは
外圧強さ

外観

耐劣化性 50年後の曲げ強度の推計値の最小値
が設計値（≒申告値÷安全率）を上
回ること

下水道用硬質塩化ビニル管（新管）
と同等以上

JSWAS K-2に基づいて求められる値
を下回らない

0.1MPaの水圧で漏水がない

曲げ強度
（短期）

曲げ弾性係数
（短期）

耐摩耗性

曲げ弾性係数
（長期）

JIS K 7171による

１）曲げ強度値が設計曲げ強度（申
告値：短期値）を上回ること。
２）曲げ弾性係数の試験結果が、曲
げ弾性係数（申告値：短期値）を上
回ること。

耐ストレインコ
ロージョン性

水密性

耐震性能 引張強度（短期）、引張弾性係数
（短期）、圧縮強度（短期）、圧縮
弾性係数（短期）が申告値を上回る
こと。

流下能力、耐久性を低下させる有害
な欠陥（シワなど）がないこと

公的審査証明機関等の審査証明等
で確認してもよい。

・φ600mm以下の既
設管
JSWAS K-1による偏
平試験

新管と同等以上

曲げ強度
（長期）

構造（管厚み）計算で用いる設計値
（申告値）以上

本表は、最新版の「管きょ更生工法における設計・施工管
理ガイドライン（案）」に準拠して実施する。

○

公的審査証明機関等の審査証明等
で確認してもよい。
熱可塑性樹脂材については、認定
工場制度の工場検査証明書類を別
途提出することにより、試験の実
施を免除することができる。

原則、施工スパン毎とする。
熱可塑性樹脂材については、認定
工場制度の工場検査証明書類を別
途提出することにより、試験の実
施を免除することができる。

公的審査証明機関等の審査証明等
で確認してもよい。

工法毎とする。熱可塑性樹脂材に
ついては、引張強度、圧縮強度を
認定工場制度の工場検査証明書類
による確認とすることができる。

偏平強さ
または
外圧強さ

新管と同等
以上

偏平強さ（基準たわみ
量時の線荷重）

基準たわみ外圧及び破
壊外圧

曲げ強さ
（短期）

［最大荷重時の曲げ応力度］申告値
以上

［第一破壊時の曲げ応力度］申告値
以上(ただし25MPa以上)
［第一破壊時の曲げひずみ］申告値
以上(ただし0.75%以上)

申告値以上※１（申告値＝短期曲げ強
さ［最大荷重時の曲げ応力度］申告
値÷安全率）

申告値以上※１

申告値以上※１（申告値＝短期曲げ
強さ［最大荷重時の曲げ応力度］申
告値÷安全率）

曲げ弾性
率
（短期）

申告値以上

申告値以上(ただし1,500MPA以上)

曲げ強さ
（長期）

申告値以上※１

申告値以上※１

申告値以上※１（ただし300Mpa以
上）

耐荷性能

原則、施工スパン毎とする。
密着管（熱形成タイプ）のうち日
本下水道協会のⅡ類資器材として
登録されているものについては、
認定工場制度の検査証明書を別途
提出することにより、曲げ試験を
免除できる。

公的機関による審査証明の資料
「建設技術審査証明（下水道技
術）報告書」等で確認する。

曲げ弾性
率
（長期）

○

管きょ更生工
更

生

管

必

須 管きょ更生工

※1　試験結果に基づく50年後の推定値が申告値（設計
値）を上回ること

本表は、最新版の「管きょ更生工法における設計・施工管
理ガイドライン」に準拠して実施する。

必

須

自

立

管
公的機関による審査証明の資料
「建設技術審査証明（下水道技
術）報告書」等で確認する。

原則、施工スパン毎とする。
密着管（熱形成タイプ）のうち日
本下水道協会のⅡ類資器材として
登録されているものについては、
認定工場制度の検査証明書を別途
提出することにより、曲げ試験を
免除できる。

公的機関による審査証明の資料
「建設技術審査証明（下水道技
術）報告書」等で確認する。
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

試験項目 試験項目 規格値規格値

現行 新

43
管きょ更生工

更

生

管

必

須

密着管JSWAS K-1又
はJSWAS K-14

現場硬化管浸漬後曲
げ試験

耐摩耗性 密着管、現場硬化管
JIS K 7204又はJIS
A 1452等

耐ストレ
インコ
ロージョ
ン性

現場硬化管（ガラス
繊維有り）
JIS K 7034

水密性 密着管、現場硬化管
JSWAS K－2

耐劣化性 密着管・現場硬化管
（ガラス繊維無し）
長期曲げ強さと共通

密着管（高密度ポリ
エチレン樹脂）JIS
K 7171

密着管(硬質塩化ビ
ニル樹脂)
JIS K 7171

現場硬化管JIS K
7171

密着管（高密度ポリ
エチレン樹脂）JIS
K 7161

密着管(硬質塩化ビ
ニル樹脂)
JIS K 7161

現場硬化管ISO
8513(A)又は(B)又は
JIS K 7161

密着管（高密度ポリ
エチレン樹脂）JIS
K 7161

密着管(硬質塩化ビ
ニル樹脂)
JIS K 7161

現場硬化管JIS K
7161

密着管（高密度ポリ
エチレン樹脂）JIS
K 6815-3

密着管(硬質塩化ビ
ニル樹脂)
JIS K 7161

現場硬化管ISO
8513(A)又は(B)又は
JIS K 7161

密着管（高密度ポリ
エチレン樹脂）JIS
K 7181

密着管(硬質塩化ビ
ニル樹脂)
JIS K 7181

現場硬化管JIS K
7181
密着管（高密度ポリ
エチレン樹脂）JIS
K 7181

密着管(硬質塩化ビ
ニル樹脂)
JIS K 7181

現場硬化管JIS K
7181

粗度係数 粗度係数確認試験

成形後収
縮性

成形後の軸・周方向
収縮性試験

目視あるいは自走式
テレビカメラによる

スパン毎とする。

必

須

自

立

管

43
管きょ更生工

耐久性能 耐薬品性 質量変化度±0.2mg/cm2以内

耐薬品性試験方法に示す判定基準

硬質塩化ビニル管（新管）と同等程
度

50年後の最小外挿破壊ひずみ≧
0.45%かつJSWAS K-2で求められる値
を下回らない

耐震性能 曲げ強さ
（短期）

［最大荷重時の曲げ応力度］申告値
以上

引張強さ
（短期）

申告値以上（ただし15MPa以上）

申告値以上（ただし20MPa以上）

申告値以上（ただし15MPa以上）

引張弾性
率
（短期）

水理性能 原則として0.010以下

申告値以下

申告値以上

申告値以上（ただし1.2GPa以上）

申告値以上

引張伸び
率
（短期）

350%以上

70%以上

申告値以上（ただし0.5%以上）

公的機関による審査証明の資料
「建設技術審査証明（下水道技
術）報告書」等で確認する。
密着管(熱形成タイプ)は、認定工
場制度の検査証明書を別途提出す
ることにより、耐薬品試験の実施
を免除することができる。
現場硬化管（熱硬化タイプ・光硬
化タイプ）のうち日本下水道協会
のⅡ類資器材として登録されてい
るものについては、認定工場制度
の検査証明書を提出することによ
り、耐薬品性試験の実施を免除す
ることができる。

圧縮強さ
（短期）

申告値以上

圧縮弾性
率
（短期）

申告値以上

内外水圧0.1MPaで漏水がないこと
（3分間保持）

長期曲げ強さと共通

公的機関による審査証明の資料
「建設技術審査証明（下水道技
術）報告書」等で確認する。

外観 更生管きょの設計強度、耐久性、水
理性能、設計寸法等を損なうような
しわ、たるみ、はく離、漏水、異常
変色等の欠陥や異状箇所が無いこと
を確認する。

※1　試験結果に基づく50年後の推定値が申告値（設計
値）を上回ること

本表は、最新版の「管きょ更生工法における設計・施工管
理ガイドライン」に準拠して実施する。

〇

公的機関による審査証明の資料
「建設技術審査証明（下水道技
術）報告書」等で確認する。

工法毎に保証値として公的機関の
審査証明値を定めている。
日本下水道協会のⅡ類資器材とし
て登録されている場合、認定工場
制度の検査証明により証明されて
いる項目については、検査証明に
よる確認とすることができる。
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

試験項目 試験項目 規格値規格値

現行 新

43 43

JSCE G 521等による 小口径（既設管径800mm未満）の場
合、施工延長100m毎に1回とする。

充填材圧
縮強度

JSCE-G 521
又はJSCE-G 505等

小口径（既設管きょの内径φ800mm
未満）の場合は施工延長100m毎に1
回とする。
公的機関による審査証明の資料
「建設技術審査証明（下水道技
術）報告書」等で確認する。

JSWAS K-1又は
JSWAS K-14による

製管工法では、工法毎に1回とす
る。
認定工場制度の工場検査証明書類
を別途提出することにより、試験
の実施を免除することができる。

充填材ヤ
ング率

JIS A 1149

JIS K 7204又は
JIS A 1452等による

公的審査証明機関等の審査証明等
で確認してもよい。

リング剛
性

ISO 9969

JSWAS K-2に準拠し
た試験（内外水圧に
対する水密性）

公的審査証明機関等の審査証明等
で確認してもよい。
認定工場制度の工場検査証明書類
を別途提出することにより、試験
の実施を免除することができる。

クリープ
比
(50年値)

ISO 9967

JIS A 1171に準拠し
た一体破壊試験

公的審査証明機関等の審査証明等
で確認してもよい。

接合部引
張強さ

JIS A 7511付属書JB

「下水道施設の耐震
対策指針と解説」に
おける「差し込み継
ぎ手管きょ」「ボッ
クスカルバート」等

接合部の
接合強さ

JIS A 7511付属書JB

耐震計算により継手
部の照査が困難な場
合は、耐震実験によ
る表面部材等の継手
部の照査を行う

耐薬品性 JSWAS K-1又は
JSWAS K-14による

公的機関による審査証明の資料
「建設技術審査証明（下水道技
術）報告書」等で確認する。
製管工法では、工法毎に1回とす
る。

目視あるいは自走式
テレビカメラによる

施工スパン毎とする。 耐摩耗性 JIS K 7204又は
JIS A 1452等による

水密性 JSWAS K-2

一体性 JIS A 1171に準ずる

「下水道施設の耐震
対策指針と解説」に
おける「差し込み継
ぎ手管きょ」「ボッ
クスカルバート」等
の考え方を勘案し性
能照査を行う

（（地盤の永久ひず
み1.5%による抜け出
し）＋（スパン長
30m、沈下量30cm）
を想定した変形を発
生させ、内水圧
0.1MPaの条件下で3
分間保持する）

水理性能 粗度係数 粗度係数確認試験

目視あるいは自走式
テレビカメラによる

スパン毎とする。

管きょ更生工 更

生

管

表

面

部

材

必

須

複合管断面の破壊
強度・外圧強さ

既設管の劣化状態等
を反映し限界状態設
計法により確認、又
は鉄筋コンクリート
管（新管）を破壊状
態まで載荷後更生
し、JSWAS A-1によ
り破壊荷重試験

設計条件に基づいた耐荷力以上
新管と同等以上

圧縮強度 圧縮強度値が設計基準強度を上回る
こと。

既設管と充てん材が界面はく離しな
いこと

耐震性能 継手部の屈曲角と抜け出し量が許容
値内であること

屈曲角と抜け出し量が許容範囲であ
ること

水密性 0.1MPaの水圧で漏水がない

一体性

外観 更生管の変形、更生管浮上による縦
断勾配の不陸等の欠陥や異常箇所が
ないことを確認する。

公的審査証明機関等の審査証明等
で確認してもよい。

本表は、最新版の「管きょ更生工法における設計・施工管
理ガイドライン（案）」に準拠して実施する。

○

工法毎とする。
公的審査証明機関等の審査証明等
で確認してもよい。

耐薬品性能 ・表面部材が塩ビ系の場合はJSWAS
K-1の試験方法で、質量変化度±
0.2mg/cm2以内
・表面部材がポリエチレン系では、
JSWAS K-14の試験方法で、質量変化
度±0.2mg/cm2以内

耐摩耗性 下水道用硬質塩化ビニル管（新管）
と同等程度

管きょ更生工 複

合

管

必

須

耐荷性能 複合管断
面の破壊
強度・外
圧強さ

既設管の劣化状態等
を反映し、限界状態
設計法により終局耐
力を評価又は鉄筋コ
ンクリート管（新
管）を破壊状態まで
載荷後更生し、
JSWAS A-1による破
壊荷重試験を実施

申告値以上又は新管と同等以上

申告値以上

申告値以上

耐久性能 申告値以上※２（ただし0.5kPa以上）

申告値以上※２（ただし2.5以上）

申告値以上※３

申告値以上

・表面部材が塩ビ系の場合はJSWAS
K-1の試験方法で、質量変化度±
0.2mg/cm2以内
・表面部材がポリエチレン系では、
JSWAS K-14の試験方法で、質量変化
度±0.2mg/cm2以内

質塩化ビニル管（新管）と同等程度

内外水圧0.1MPaの水圧で漏水がない
こと（3分間保持）

既設管きょと充填材が界面剥離しな
いこと

耐震性能 水密性 継手部の屈曲角と抜け出し量が許容
値内

（接合部が外れず、かつ、水密性を
保っている）※4

原則として0.010以下

外観 更生管きょの変形、更生管きょの浮
上による縦断勾配の不陸等の欠陥や
異常箇所がないことを確認する。

公的機関による審査証明の資料
「建設技術審査証明（下水道技
術）報告書」等で確認する。

本表は、最新版の「管きょ更生工法における設計・施工管
理ガイドライン（案）」に準拠して実施する。

※2　更生管きょの構造計算に必要ない場合は不要
※3　試験は各工法で必要とされる方向で行う

※4　耐震計算により継手部の照査が困難な場合は、耐震
実験による表面部材等の継手部の照査を行う

○

公的機関による審査証明の資料
「建設技術審査証明（下水道技
術）報告書」等で確認する。

公的機関による審査証明の資料
「建設技術審査証明（下水道技
術）報告書」等で確認する。
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工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

工種 種別

試
験
区
分

試験方法 試験時期・頻度 摘　　要

○：試
験成績
表等に
よる確

認

試験項目 試験項目 規格値規格値

現行 新

46 46
試験杭 中掘り杭工法（セメントミルク噴出攪拌方式），プレ

ボーリング杭工法，鋼管ソイルセメント杭工法及び回
転杭工法における支持層の確認は，支持層付近で掘削
速度を極力一定に保ち，掘削抵抗値（オーガ駆動電流
値，積分電流値又は回転抵抗値）の変化をあらか
じめ調査している土質柱状図と対比して行う。この際
の施工記録に基づき，本施工における支持層到達等の
判定方法を定める。
道路橋示方書・同解説下部構造Ⅳ編　平成29年11月
P478～P479

施

工

(

中

堀

杭

工

コ

ン

ク

リ
ー

ト

打

設

方

式

)

必

須

検測テープ 泥分の沈降や杭先端からの土砂の流入等によってスラ
イムが溜ることがあるので，孔底処理からコンクリー
トの打設までに時間が空く場合は，打設直前に孔底ス
ライムの状態を再確認し，必要において再処理する。
杭基礎設計便覧　令和2年9月　P455～P458

47 47
基礎杭工
（場所打ち杭）

基礎杭工
（場所打ち杭）

検測テープ 孔底に沈積するスライムの量は、掘削完了直後とコン
クリート打込み前に検測テープにより測定した孔底の
深度を比較して把握する。
杭基礎施工便覧　令和2年9月　P316

48 48
中層混合処理
※全面改良の場
合に適用。混合
処理改良体（コ
ラム）を造成す
る工法には適用
しない

JIS G 0191 当初及び土質の変化したとき。 配合を定めるための試験である。 中層混合処理
※全面改良の場
合に適用。混合
処理改良体（コ
ラム）を造成す
る工法には適用
しない

JIS A 1225 当初及び土質の変化したとき。 配合を定めるための試験である。

49
鉄

49
鉄地山補強土法設

計・施工マニュア
ル

・施工全数量の3％かつ3本以上
を標準とする。
・載荷サイクルは１サイクルと
する。

地山補強土工法設
計・施工マニュア
ル

・施工全数量の3％かつ3本以上
を標準とする。
・載荷サイクルは１サイクルと
する。

そ
の
他

地山補強土法設
計・施工マニュア
ル

・地層ごとに3本以上を標準とす
る。
・載荷サイクルは多サイクルを
原則とする。
・初期荷重は、5.0KNもしくは計
画最大荷重の0.1倍程度とする。

地山補強土工法設
計・施工マニュア
ル

・地層ごとに3本以上を標準とす
る。
・載荷サイクルは多サイクルを
原則とする。
・初期荷重は、5.0KNもしくは計
画最大荷重の0.1倍程度とする。

必

須

施

工

鉄筋挿入工 鉄筋挿入工
施
工

設計図書による。適合性試験

材

料

必

須 設計図書による。土の湿潤密度試
験

必
須

基礎杭工
（既製杭）

施

工

支持層の確認 試験杭の施工により定めた方法を
満足していること。

施
工

引き抜き試験
（適合性試験）

設計図書による。

必

須 土の湿潤密度試験 設計図書による。

設計図書による。 設計図書による。

材

料

引き抜き試験
必
須 引き抜き試験

（受入れ試験）

必

須

孔底処理 設計図書による

孔底沈殿物の管理 設計図書による

施

工

必

須基礎杭工
（既製杭）
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４.写真管理基準 新旧対照表 
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（写真の大きさ）

６．写真の大きさは、サービスサイズ程度とする。ただし、次の場合は別の大きさとす

ることができる。

(1) 着手前、完成写真等はキャビネ版又はパノラマ写真（つなぎ写真可）とすること

ができる。

(2) 監督職員が指示するものは、その指示した大きさとする。

（工事写真帳の大きさ）
７．工事写真帳は、４切版のフリーアルバム又はＡ４版とする。

写真管理基準 写真管理基準

削　除

写真管理基準　新旧対照表

現行 新
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撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

土質等の判別 地質が変わる毎に1回
　〔掘削中〕

土質等の判別 地質が変わる毎に1回
　〔掘削中〕

40m又は1施工箇所に1回
〔掘削後〕

40m又は1施工箇所に1回
〔掘削後〕

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編 多点
計測技術（面管理の場合）」
による場合は１工事に1回
〔掘削後〕

・出来映えの
撮影
・TS等の設置
状況と出来形
計測対象点上
のプリズムの
設置状況（プ
リズムが必要
な場合のみ）
がわかるよう
に撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回
〔掘削後〕

・出来映えの
撮影
・TS等の設置
状況と出来形
計測対象点上
のプリズムの
設置状況（プ
リズムが必要
な場合のみ）
がわかるよう
に撮影

「3次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）土工編 多点計測技術
（面管理の場合）における空中写
真測量（UAV）」に基づき写真測量
に用いた画像を納品する場合に
は、写真管理に代えることが出来
る。

「3次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）多点計測技術（面管
理の場合）における」空中写真測
量（UAV）および地上写真測量」に
基づき写真測量に用いた画像を納
品する場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

100mに1回
〔巻出し時〕

100mに1回
〔巻出し時〕

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の
締固め管理要領」における「締固
め層厚分布図」を提出する場合は
写真不要

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の
締固め管理要領」における「締固
め層厚分布図」を提出する場合は
写真不要

締固め状況 転圧機械又は地質が
変わる毎に1回
〔締固め時〕

締固め状況 転圧機械又は地質が
変わる毎に1回
〔締固め時〕

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編 多点
計測技術（面管理の場合）」
による場合は１工事に1回〔掘
削後〕

・出来映えの
撮影
・TS等の設置
状況と出来形
計測対象点上
のプリズムの
設置状況（プ
リズムが必要
な場合のみ）
がわかるよう
に撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回〔掘削後〕

・出来映えの
撮影
・TS等の設置
状況と出来形
計測対象点上
のプリズムの
設置状況（プ
リズムが必要
な場合のみ）
がわかるよう
に撮影

「3次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）土工編 多点計測技術
（面管理の場合）における空中写
真測量（UAV）」に基づき写真測量
に用いた画像を納品する場合に
は、写真管理に代えることが出来
る。

「3次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）多点計測技術（面管
理の場合）における」空中写真測
量（UAV）および地上写真測量」に
基づき写真測量に用いた画像を納
品する場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

出来形管理写真　撮影箇所一覧表（新旧対照表）

現行 新

編 章

1
共
通
編

2
土
工

3
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

2 掘削工

法長
※右のいずれかで
撮影する。

盛土工 巻出し厚

法長幅
※右のいずれかで
撮影する。

3

3
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

2

3

掘削工

盛土工

法長幅
※右のいずれかで撮
影する。

枝
番

写真管理項目
摘　要工　　　種

法長
※右のいずれかで撮
影する。

【第1編　共通編】 【第1編　共通編】

編 章 節 条

巻出し厚

1
共
通
編

2
土
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

土質等の判別 地質が変わる毎に1回
〔掘削中〕

土質等の判別 地質が変わる毎に1回
〔掘削中〕

40m又は1施工箇所に1回
〔掘削後〕

40m又は1施工箇所に1回
〔掘削後〕

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編 多点
計測技術（面管理の場合）」
による場合は１工事に1回〔掘
削後〕

・出来映えの
撮影・TS等の
設置状況と出
来形計測対象
点上のプリズ
ムの設置状況
（プリズムが
必要な場合の
み）がわかる
ように撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回〔掘削後〕

・出来映えの
撮影・TS等の
設置状況と出
来形計測対象
点上のプリズ
ムの設置状況
（プリズムが
必要な場合の
み）がわかる
ように撮影

「3次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）土工編 多点計測技術
（面管理の場合）における空中写
真測量（UAV）」に基づき写真測量
に用いた画像を納品する場合に
は、写真管理に代えることが出来
る。

「3次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）多点計測技術（面管
理の場合）における」空中写真測
量（UAV）および地上写真測量」に
基づき写真測量に用いた画像を納
品する場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

3 3
4 4

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工 編多点
計測技術（面管理の場合）」
を提出する場合は写真不要

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」を提出す
る場合は写真不要

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる
毎に1回
〔締固め時〕

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる
毎に1回
〔締固め時〕

法長
幅
※右のいずれかで
撮影する。

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

法長
幅
※右のいずれかで撮
影する。

40m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編 多点
計測技術（面管理の場合）」
による場合は１工事に1回〔掘
削後〕

・出来映えの
撮影・TS等の
設置状況と出
来形計測対象
点上のプリズ
ムの設置状況
（プリズムが
必要な場合の
み）がわかる
ように撮影

「3次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」による場
合は１工事に1回〔掘削後〕

・出来映えの
撮影・TS等の
設置状況と出
来形計測対象
点上のプリズ
ムの設置状況
（プリズムが
必要な場合の
み）がわかる
ように撮影

「3次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）土工編 多点計測技術
（面管理の場合）における空中写
真測量（UAV）」に基づき写真測量
に用いた画像を納品する場合に
は、写真管理に代えることが出来
る。

「3次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）多点計測技術（面管
理の場合）における」空中写真測
量（UAV）および地上写真測量」に
基づき写真測量に用いた画像を納
品する場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

写真管理項目

【第1編　共通編】

摘　要編 章 節 条
枝
番

工　　　種

法長
※右のいずれかで
撮影する。

巻出し厚巻出し厚

法長
幅
※右のいずれかで
撮影する。

法長
幅
※右のいずれかで撮
影する。

編 章 節 条

100mに1回
〔巻出し時〕

写真管理項目
摘　要

枝
番

工　　　種

2

法長
※右のいずれかで撮
影する。

掘削工1
共
通
編

2
土
工

4
道
路
土
工

路体盛土工
路床盛土工

【第1編　共通編】

路体盛土工
路床盛土工

1
共
通
編

2
土
工

4
道
路
土
工

2

100mに1回
〔巻出し時〕

掘削工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

7 1 7 1

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

7 2 7 2

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工 編多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）土
工編 多点計測技術（面管理の
場合）」による場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

3
土
木
工
事
共
通
編

写真管理項目
摘　要

写真管理項目

各層毎100mに1回
〔施工中〕

2
一
般
施
工

節 条
枝
番

工　　　種

アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

編 章 節 条
枝
番

工　　　種

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

アスファルト舗装工
（下層路盤工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

編 章

3
土
木
工
事
共
通
編

【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】

摘　要

アスファルト舗装工
（下層路盤工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

6
一
般
舗
装
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を
管理する場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

タックコート
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

7

条

アスファルト舗装工（上層路盤工）セ
メント（石灰）安定処理工

枝
番

7 3

工　　　種
写真管理項目

摘　要章
写真管理項目

敷均し厚さ
転圧状況

摘　要 編 節編 章 節 条
枝
番

工　　　種

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

7 3 アスファルト舗装工（上層路盤工）セメ
ント（石灰）安定処理工

各層毎100mに1回
〔施工中〕

7 5 アスファルト舗装工（基層工）

7 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

各層毎100mに1回
〔施工中〕

5 アスファルト舗装工（基層工）

4 アスファルト舗装工
（加熱アスフアルト安定処理工）

【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】

7

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

4 アスファルト舗装工
（加熱アスフアルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

 

55



現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
　〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
　〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

半たわみ性舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

節
枝
番

工　　　種
写真管理項目

2

【第3編　土木工事共通編】

3
土
木
工
事
共
通
編

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

8 1 半たわみ性舗装工（下層路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

8 2 半たわみ性舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

条

【第3編　土木工事共通編】

編 章 摘　要

8

8 1 半たわみ性舗装工（下層路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
　〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
　〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

【第3編　土木工事共通編】

編
写真管理項目

各層毎100mに1回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

4

条
枝
番

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

8 3 半たわみ性舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

各層毎100mに1回
〔施工中〕

8 4 半たわみ性舗装工（加熱アスフアルト安
定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

節

敷均し厚さ
転圧状況

半たわみ性舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

8

摘　要

3

章

8 半たわみ性舗装工（加熱アスフアルト
安定処理工）

工　　　種

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

写真管理項目

【第3編　土木工事共通編】【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

9 1 排水性舗装工（下層路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

9 2 排水性舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

条
枝
番

工　　　種

排水性舗装工（下層路盤工）

摘　要

9 1 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

9 2 排水性舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

編 章 節
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

章 条
枝
番

写真管理項目
編 摘　要

【第3編　土木工事共通編】

節

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

9 3 排水性舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

9 4 排水性舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

9

工　　　種

3 排水性舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

9 4 排水性舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

1 透水性舗装工
路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

10

11 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

1 グースアスファルト舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

摘　要

10

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

11 1 グースアスファルト舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

1 透水性舗装工
路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

章

2

各層毎100mに1回
〔施工中〕

編

敷均し厚さ
転圧状況

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

【第3編　土木工事共通編】

節 条
枝
番

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

6
一
般
舗
装
工

12 2 コンクリート舗装工（粒度調整路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

各層毎100mに1回
〔施工中〕

12 1 コンクリート舗装工（下層路盤工）2
一
般
施
工

12

3
土
木
工
事
共
通
編

工　　　種
写真管理項目

摘　要

12 1 コンクリート舗装工（下層路盤工）

コンクリート舗装工（粒度調整路盤
工）

各層毎100mに1回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎20mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎20mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

タックコート
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

各層毎100mに1回
〔施工中〕

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

整正状況

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

12 3 コンクリート舗装工（セメント（石灰・
濫青）安定処理工）

12 4 コンクリート舗装工（アスファルト中間
層）

100mに1回
〔整正後〕

3
土
木
工
事
共
通
編

工　　　種
写真管理項目

摘　要

敷均し厚さ
転圧状況

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

コンクリート舗装工（アスファルト中
間層）

整正状況12

12 3 コンクリート舗装工（セメント（石
灰・濫青）安定処理工）

100mに1回
〔整正後〕

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

4
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

スリップバー、
タイバー寸法、
位置

40mに1回
〔据付後〕

スリップバー、
タイバー寸法、
位置

40mに1回
〔据付後〕

鉄網寸法
位置

40mに1回
〔据付後〕

鉄網寸法
位置

40mに1回
〔据付後〕

平坦性 車線毎に1回〔実施中〕 平坦性 車線毎に1回〔実施中〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

目地段差 1工事に1回 目地段差 1工事に1回

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」による場合は各層
毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

【第3編　土木工事共通編】

工　　　種編

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

12 5 コンクリート舗装工（コンクリート舗装
版工）

石粉、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

12 6 コンクリート舗装工（転圧コンクリート
版工）
下層路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

摘　要

コンクリート舗装工（転圧コンクリー
ト版工）
下層路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

条

コンクリート舗装工（コンクリート舗
装版工）

12

石粉、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

12 5

写真管理項目

6

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

節
枝
番

章
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を
管理する場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理
する場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を
管理する場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により
「厚さあるいは標高較差」を管理
する場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
〔散布時〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

12 7 コンクリート舗装工（転圧コンクリー
ト版工）
粒度調整路盤工

条
枝
番

工　　　種章 節

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

各層毎100mに1回
〔施工中〕

12 7 コンクリート舗装工（転圧コンクリート
版工）
粒度調整路盤工

12 9 コンクリート舗装工（転圧コンクリート
版工）
アスファルト中間層

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

12 8 コンクリート舗装工（転圧コンクリート
版工）
セメント（石灰・濫青）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

12

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

写真管理項目
摘　要

【第3編　土木工事共通編】

編

8 コンクリート舗装工（転圧コンクリー
ト版工）
セメント（石灰・濫青）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

12 9 コンクリート舗装工（転圧コンクリー
ト版工）
アスファルト中間層

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

厚さ 各層毎100mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎100mに1回
〔型枠据付後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

平坦性 車線毎に1回
〔実施中〕

平坦性 車線毎に1回
〔実施中〕

石粉、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

石粉、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

鉄筋寸法、位置 40mに１回
〔据付後〕

鉄筋寸法、位置 40mに１回
〔据付後〕

横膨張目地部ダ
ウェルバー寸法、
位置

１施工箇所に１回
〔据付後〕

横膨張目地部ダウェ
ルバー寸法、位置

１施工箇所に１回
〔据付後〕

縦そり突合せ目地
部・縦そりダミー
目地部タイバー寸
法、位置

40mに１回
〔据付後〕

縦そり突合せ目地
部・縦そりダミー目
地部タイバー寸法、
位置

40mに１回
〔据付後〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

厚さ 各層毎100mに１回
〔型枠据付後〕
〔スリップフォーム工法の場
合は打設前後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）舗
装工編 多点計測技術（面管理
の場合）」により「厚さある
いは標高較差」を管理する場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎100mに１回
〔型枠据付後〕
〔スリップフォーム工法の場
合は打設前後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により「厚さあるいは標高較
差」を管理する場合は各層毎1
工事に1回
〔整正後〕

目地段差 1工事に１回 目地段差 1工事に１回

コンクリート舗装工（転圧コンクリー
ト版工）

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

12 10

工　　　種
写真管理項目

摘　要

3
土
木
工
事
共
通
編

敷均し厚さ
転圧状況

条
枝
番

各層毎100mに1回
〔施工中〕

3
土
木
工
事
共
通
編

11 コンクリート舗装工（連続鉄筋コンク
リート舗装工

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

12 10 コンクリート舗装工（転圧コンクリート
版工）

12

【第3編　土木工事共通編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

12 11 コンクリート舗装工（連続鉄筋コンク
リート舗装工
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真
不要

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
による場合は各層毎1工事に1
回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

薄層カラー舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

薄層カラー舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

13

各層毎100mに1回
〔施工中〕

条
枝
番

6
一
般
舗
装
工

13 3

4

工　　　種
写真管理項目

摘　要

敷均し厚さ
転圧状況

節

【第3編　土木工事共通編】

編 章

【第3編　土木工事共通編】

編 章

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

写真管理項目
摘　要

1 薄層カラー舗装工（下層路盤工）

13 3 薄層カラー舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

節 条
枝
番

工　　　種

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

13 2 薄層カラー舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

13

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

13 4 薄層カラー舗装工（加熱アスフアルト安
定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

13 1 薄層カラー舗装工（下層路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

13 2

薄層カラー舗装工（加熱アスフアルト
安定処理工）
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

整正状況 100mに1回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
　〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に1回
　〔散布時〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕

厚さ 1,000m2に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要

厚さ 各層毎40mに1回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

ブロック舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

章

3

14

【第3編　土木工事共通編】

編
写真管理項目

摘　要編 章 節 条
枝
番

工　　　種

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

13 5 薄層カラー舗装工（基層工）

14 1 ブロック舗装工（下層路盤工）

14

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

2 ブロック舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

14 3 ブロック舗装工（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

3
土
木
工
事
共
通
編

【第3編　土木工事共通編】

節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

13 5

14 2

各層毎100mに1回
〔施工中〕

ブロック舗装工（上層路盤工）
粒度調整路盤工

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

薄層カラー舗装工（基層工）

14

1 ブロック舗装工（下層路盤工） 敷均し厚さ
転圧状況
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

整正状況 各層毎100mに1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

幅 各層毎40mに1回
〔整正後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔整正後〕

位置・間隔
杭径

1施工箇所に1回
〔打込後〕

位置・間隔
杭径

1施工箇所に1回
〔打込後〕

深度 1施工箇所に1回
〔打込前後〕

深度 1施工箇所に1回
〔打込前後〕

ただし、（スラリー撹拌工）において、
「3次元計測技術を用い出来形管理要領
（案）固結工（スラリー撹拌工）編」に
より出来形管理資料を提出する場合は、
出来形管理に関わる写真管理項目を省略
できる。

ただし、（スリラー撹拌工）にお
いて、「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」により出来
形管理資料を提出する場合は、出
来形管理に関わる写真管理項目を
省略できる。

14 14
法
面
工
共
通

法
面
工
共
通

15 15

厚さ
幅
高さ

20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕

厚さ
幅
高さ

20m又は1施工箇所に1回
〔型枠取外し後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は1工事に1回（型枠取り外し
後）

施工厚さ
幅

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」に基づき
写真測量に用いた画像を納品する
場合には、写真管理に代えること
が出来る。

7
地
盤
改
良
工

1,000m3～4,000m3につき1回、又は
施工延長20mにつき1回。
［施工厚さ　施工中］
［幅　施工後］
代表箇所
各1枚
ただし、「3次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」により出来形管
理資料を提出する場合は、出来形管
理に関わる写真管理項目を省略でき
る。

固結工
（中間混合処理）

法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

法長
幅
高さ
枠中心間隔

1施工箇所に1回
〔施工後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は各層毎1工事に1回
〔施工後〕

15 路面切削工 幅
厚さ（基準高）

写真管理項目

【第3編　土木工事共通編】

編

14 4

章 節 条
枝
番

工　　　種

15 路面切削工 幅
厚さ（基準高）

ブロック舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

摘　要

1,000m3～4,000m3につき1回、又は施工延
長20mにつき1回。
［施工厚さ　施工中］
［幅　施工後］

代表箇所
各1枚
ただし、「3次元計測技術を用い出来形管理
要領（案）表層混合処理等・固結工（中層混
合処理）編」により出来形管理資料を提出
する場合は、出来形管理に関わる写真管理
項目を省略できる。

9 1 固結工
（粉体噴射攪拌工）
（高圧噴射攪拌工）
（生石灰パイル工）

1施工箇所に1回
〔施工後〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編 多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は各層毎1工事に1回
〔施工後〕

7
地
盤
改
良
工

9 2 固結工
（中間混合処理）

施工厚さ
幅

4 1 法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

法長
幅
高さ
枠中心間隔

20m又は1施工箇所に1回
〔施工後〕
ただし、「3次元計測技術を用い出
来形管理要領（案）法面工編」に
基づき写真測量に用いた画像を納
品する場合には、写真管理に代え
ることが出来る。

場所打擁壁工 裏込厚さ 20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕

擁
壁
工
　
共
通

1

4

1

9 2

編 章 節 条
枝
番

【第3編　土木工事共通編】

工　　　種
写真管理項目

摘　要

14 4 ブロック舗装工
（加熱アスファルト安定処理工）

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎100mに1回
〔施工中〕

裏込厚さ 20m又は1施工箇所に1回
〔施工中〕
ただし、「3次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場
合は1工事に1回

9

3
土
木
工
事
共
通
編

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

2
一
般
施
工

6
一
般
舗
装
工

1 固結工
（粉体噴射攪拌工）
（高圧噴射攪拌工）
（生石灰パイル工）

場所打擁壁工

擁
壁
工
　
共
通

1

3
土
木
工
事
共
通
編
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現行 新

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

10 10

撮影項目 撮影頻度［時期］ 撮影項目 撮影頻度［時期］

11 11

幅 施工延長20mにつき１回
［施工後］

幅 施工延長40mにつき１回
［施工後］

幅 施工延長20mにつき１回
［施工後］

幅 施工延長40mにつき１回
［施工後］

3,4 3,4

地中壁の長さ 地中壁の長さ

垂直変位 垂直変位

地中壁の長さ 地中壁の長さ

垂直変位 垂直変位

橋台躯体工

橋脚躯体工
（張出式）

橋脚躯体工（ラーメン式）

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により出来形管理資料を提出
する場合は、出来形計測状況
を1工事1回

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により出来形管理資料を提出
する場合は、出来形計測状況
を1工事1回

厚さ
天端幅
敷幅
高さ
長さ

厚さ
天端幅
敷幅
高さ
天端長
敷長

厚さ
天端幅(橋軸方向)
敷幅(橋軸方向)
高さ
胸壁の高さ
天端長
敷長

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「3次元計測技術を用
いた出来形管理要領（案）」
により出来形管理資料を提出
する場合は、出来形計測状況
を1工事1回

2

3
橋
梁
下
部

1

6
橋
台
工

【第10編　道路編】

全数量
〔型枠取外し後〕

写真管理項目
摘　要編 章 節 条

枝
番

工　　　種

全数量
〔型枠取外し後〕

8 橋台躯体工 厚さ
天端幅(橋軸方向)
敷幅(橋軸方向)
高さ
胸壁の高さ
天端長
敷長

全数量
〔型枠取外し後〕

厚さ
天端幅
敷幅
高さ
天端長
敷長

工　　　種

9 2 橋脚躯体工（ラーメン式） 厚さ
天端幅
敷幅
高さ
長さ

道
路
編

3
橋
梁
下
部

7
R
C
橋
脚
工

9 1 橋脚躯体工
（張出式）

【第10編　道路編】

編 章 節 条
枝
番

7
R
C
橋
脚
工

6
橋
台
工

写真管理項目
摘　要

道
路
編

9

8

9

【第11編　下水道編】 【第11編　下水道編】

編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要 編 章 節 条
枝
番

工　　　種
写真管理項目

摘　要

3
敷
地
造
成
工

4
法
面
整
形
工

盛土・切土 施工状況 施工延長40mにつき１回
［施工中］

圧送管

6
本
体
作
業
土
工

2
掘
削
工

土工（掘削） 掘削状況

壁式 施工状況

施工延長20mにつき１回
［施工中］

施工延長40mにつき１回
［施工後］

施工延長40mにつき１回
［施工中］地

中
連
続
壁
工

施工延長40mにつき１回
［施工後］

柱列式 施工状況 施工延長40mにつき１回
［施工中］

施工延長40mにつき１回
［施工中］

2
処
理
場
ポ
ン
プ
場

7
本
体
仮
設
工

任意仮設の
場合は除く

2
処
理
場
ポ
ン
プ
場

3
敷
地
造
成
工

4
法
面
整
形
工

盛土・切土

6
本
体
作
業
土
工

2
掘
削
工

土工（掘削） 掘削状況
施工延長20mにつき１回
［施工中］

施工状況 施工延長20mにつき１回
［施工中］

柱列式 施工状況 施工延長20mにつき１回
［施工中］

7
本
体
仮
設
工

壁式 施工状況 施工延長20mにつき１回
［施工中］

任意仮設の
場合は除く

地
中
連
続
壁
工

施工延長20mにつき１回
［施工後］

中心線の変位（水
平）

施工延長40mにつき１回
［布設後］

下
水
道
編

下
水
道
編

施工延長40mにつき１回
［施工中］

布設状況1
管
路

3
管
き
ょ

工
（

開
削
）

4
管
布
設
工

施工延長20mにつき１回
［施工後］

1
管
路

3
管
き
ょ

工
（

開
削
）

4
管
布
設
工

圧送管 布設状況

中心線の変位（水
平）

施工延長20mにつき１回
［布設後］
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